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第１ 調査の目的・必要性等 

 １ 調査の目的 

本件調査の目的は 

①  カンボジアにおける民事判決の公開状況，判決書の公開，蓄積及び過去の判例へ

のアクセス状況を明らかにするとともに 

②  民事判決の内容（内容・形式）を明らかにし分析を行い 

③  適切な判決の蓄積に向け，必要と思料される事項を明らかにする 

ことである。 

２ 調査の必要性 

  日本は，カンボジア王国に対し民事法の法整備支援を行い，その結果としてカンボ

ジア王国にはこれに基づく民法，民事訴訟法といった基本法が成立している（但し，

民法については未適用の状態にある）。しかしながら，このように法律として成立し

ている民法・民事訴訟法がカンボジア王国の裁判官に充分に理解され，実際の裁判に

おいて適切に適用がなされているかどうかについては，これまで十分な検証がなされ

てこなかった。今回の調査は，カンボジア王国における判決内容やその公開の状況を

明らかにし，今後日本がカンボジアの司法制度に対してどのような援助を行う必要が

あるかを検討する前提としての資料を提供することにある。 

３ 調査方法・資料入手方法 

  今回の調査に関する資料収集は，カンボジア王国において，直接プノンペン市裁判

所，カンダール州裁判所，控訴裁判所，最高裁判所の各裁判官に面接を行い，各裁判

所の判決書の提供を受けるとともに，シェムリアップ州の弁護士にも協力を依頼し，

シェムリアップ－ウッドーミエンチャイ州裁判所の判決書も入手した。これらの判決

書においては，当職において日本語訳を行った。翻訳に際しての一般的前提は以下の

通り。 

・  翻訳に際しては，当事者・訴訟代理人等の関係人の名前はアルファベッ

トで表示した。 

・  アルファベットの割り当てに関しては，原告は A，被告は B としたが，

その他についてはおおむね判決書に現れた順により順次割り当てをした。 

・  また，当事者の住所についても判決書では詳細な住所まで記載されてい

るが，州・郡レベルまでの表示とした。土地関係訴訟についても，詳細な

住所により特定されている場合でも，同様の表示とした。 

・  また，原文ではそのまま訳したのでは理解が困難であると思われる場合

も多くあったが，そのような場合には適宜意訳をし，あるいは（）付きで

適当な語をおぎなった。カンボジア語の特徴として，接続詞の種類が少な

く，特に文が長文となった際は，修飾語や節の係り受けの関係がわからな
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いことがあるため，そのような際には最も自然で合理的と思われる修飾関

係を採用した。 

 

第２ 判決の公開状況 

１ 調査項目は以下の通り 

 (1)  民事判決手続の公開状況 

 (2)  民事判決書の公開状況 

 (3)  民事判例（判決書や事例集も含む）の蓄積・アクセス状況 

①  民事判決（判決書き等）の裁判所における取扱い 

②  過去の判決についてアクセスする方法の有無（大学教育・研究にお

ける判例が使用された件数） 

について，法の建前と運用の双方について調査を行う。 

 

 ２ 民事判決手続の公開状況 

  民事判決手続の公開状況については当職の調査からは，法の建前通り実務でも行わ

れている。カンダール州裁判所・プノンペン市裁判所・控訴審裁判所では，手続が公

開法廷で行われていることを，実際に確認している。最高裁判所でも特に異別の運用

がなされているということは聞いていないことから，判決手続の公開については法律

が予定する通りの運用がなされているものと考えられる。 

 

３ 民事判決書の公開状況 

民事判決書の公開状況については，一般論として，民事訴訟法２５８条による入手

可能性については，条文上可能であるとしているものの，前例はないようであった。

実際のところ，当事者には判決が送達されることから（法１９０条）当事者が２５８

条を利用する必要がなく，また，現在のカンボジアの状況から，それ以外の利害関係

人も入手の必要性がないのではないかと思料される。 

 

４ 民事判決の蓄積・アクセス状況 

裁判所による判決書の公開については，チャンリエンサイ最高裁判事から最高裁判

所でブルティンを発行しているとの説明もあり，また，ドナーからのファンドを受け

て最高裁のモンモニチャリア判事が従事しているとの話もあったが，モンモニチャリ

ア判事に確認はできなかった。また，タンスンライ控訴裁判所判事からも，判例集が

ＣＤで出版されているような話があったが，実物を入手することはできなかった。 

その他，判決書集の公刊に関しては，現弁護士会会長であるチウ＝ソンハ氏の発案

により，カンボジア弁護士会民事委員会において，判例分析を行い，裁判所と意見交

換をするという計画をもっているが，現在まで，予算や能力的な限界により実現に至

っていない。 

 

第３ 判決の内容の分析 

１ 分析のポイント 
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カンボジア裁判書の内容面での分析は，以下の点に留意して行った。 

  内容（形式面・論理性，判決としての形式（既判力・執行力を付与し得る

ものか））を分析する 

ア  あるべき形式（特定のものはないものの一定の範囲は考えられる）を設

定の上，比較する 

ⅰ  法定の各記載事項（民訴 189）の欄の存在の有無（形式的に各記載事

項欄があるか） 

ⅱ  その他の記載事項の記載の有無 

イ  あるべき論理構成（三段論法）が踏まれているか検討する 

ⅰ  「事実及び争点」（民訴 189Ⅰ④）の摘示（事実・争点についての実

質的記載があるか） 

ⅱ  「事実及び争点」の摘示が適切か 

ウ  「理由」（民訴 189Ⅰ⑤）の摘示（理由についての実質的記載があるか） 

ⅰ  「事実及び争点」で取り上げた争点について，事実認定がされている

か 

ⅱ  同事実認定は，証拠に基づいて認定されているか 

ⅲ  適用されるべき法令が記載されているか 

ⅳ  同法令に認定した事実があてはめられているか 

ⅴ  「主文」（民訴 189Ⅰ⑥）が「理由」と一致しているか 

エ  「主文」が執行可能か 

 

２ カンボジア判決書の一般的な記載事項 

①  必要的記載事項 

民事訴訟法１８９条では，次のように必要的記載事項を規定している。 

１ 判決書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 裁判所 

 二 口頭弁論の終結の日 

 三 当事者の氏名又は名称及び住所並びに法定代理人の氏名及び住所 

 四 事実及び争点 

 五 理由 

 六 主文 

２ 事実及び争点の記載は，当事者の陳述に基づきその要旨を摘示して，これ

をしなければならない。 

３ 判決書には，判決をした裁判官が署名しなければならない。 

４ 合議体の裁判官が判決書に署名することに支障があるときは，他の裁判官

が判決書にその事由を付記して署名しなければならない。 

  この点，カンボジアの判決書は，いずれもそれぞれの記載事項を満たしているため，

形式的な意味では，必要的記載事項を漏れなく記載していると言いうる。 

  また，任意的記載事項のうちで，カンボジアの判決書に特徴的なのは，訴え提起日，

判決日と並び，判決番号も記載がある点である。ちなみに，いずれの判決書も判決日
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と口頭弁論終結日が同じであり，このことから，口頭弁論終結と判決の言い渡しが同

一の日に行われていることがわかる。 

  当事者の特定に関しては，すべての判決書に氏名と住所の記載はあり，本人の特定

のために，その他，年齢，国籍，職業，配偶者の名，両親の名，子どもの数などが記

載されているものも多く見受けられる。判決書によっては，前科の有無まで記載して

いる。 

 

②  実質的な記載の有無・程度 

  判決書には，いずれも「事実及び争点」，「理由」，「主文」の記載があり，形式

的な意味での必要的記載事項は満たしていると言える。しかし，「事実及び争点」，

「理由」，「主文」がそれぞれ形式的な意味で記載されていれば充分かといえば，決

してそうではなく，これらの点については，さらに法がこれらの趣旨を判決の必要的

記載事項とした趣旨にさかのぼり検討する必要がある。 

  まず，「事実及び争点」について法が判決の必要的記載事項としている趣旨は，争

いのある事実も争いのない事実も含め，当事者双方の主張事実及び認否を証拠関係も

含めて記載し，争点を明確化するためである。そこで「事実及び争点」の記載の方法

としては，判決の基礎となるべき，弁論に現れた当事者の全主張を裁判所の認識に従

って整理要約し，簡潔明瞭かつ論理的に記述することが望ましく，具体的には 

第１ 当事者の求めた裁判 

 １ 請求の趣旨 

 ２ 請求の趣旨に対する答弁 

第２ 当事者の主張 

 １ 請求原因 

 ２ 請求原因に対する認否 

 ３ 抗弁 

 ４ 抗弁に対する認否 

 ５ 再抗弁 

 ６ 再抗弁に対する認否 

   （以下続く） 

第３ 証拠 

 １ 原告 

 ２ 被告 

 ３ 職権 

のように，整理して記載することも可能である。 

  一般的なカンボジアの地方裁判所（始審裁判所）の判決様式は，まず，請求の趣旨

の記載については，表題として「原告の求める判決」「原告の請求」との記載がなさ

れているが，「訴訟物」との記載のある判決もあった。また，記載内容は，給付訴訟

の場合に，「～支払わせろ。」「～支払わせる。」（英語で記載すれば，force defendant 

to pay ～）との記載がなされるものも多くみられたが，なかには，「家の管理権を求

める」というように，確認訴訟なのか，給付訴訟なのか不明確なものも見受けられた
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（プノンペン市裁判所第７５３号事件）。 

  請求の趣旨に対する答弁については記載されているものは見受けられない。 

  請求原因について，判決書には「請求原因」との表題が付されているものは見受け

られず，多くの場合，「事実の概要」との表題が付され，裁判官が認識した事案の概

要を記載している。この事案の概要についての記載は，主要事実及び間接事実を意識

したものではなく，物語形式での事案概要を記載しているにとどまるものであるた

め，主要事実・間接事実の認否については整理がなされていない。これは，裁判官が，

主要事実・間接事実を理解していないこと，すなわち，要件事実の不理解に基づくも

のであろう。 

次に記載されているのは，「両当事者の主張」，「争いのない事実」，「争点」な

どの表題が付され，事実の概要とほぼ同内容の記載がなされるのが一般的であると思

われる。 

  次に「理由」が記載される。「理由」においては，まず，どのような証拠調べを行

ったか，証拠調べ手続を記載する場合もあるが，証拠調べ手続を記載しない場合もあ

る。「理由」においては，裁判所がどのような事実を認定したか，裁判所の認定事実

を記載する。認定の理由を個々の証拠調べの結果から説明する場合もあるが（プノン

ペン市裁判所７５３号など），多くの場合は認定の理由については判決書において触

れられていない。 

したがって，まず，主要事実の整理ができていないため，認定すべき事実について

明確となっていないうえ，事実判断について証拠調べから説得的な認定の理由が記さ

れていないことから，判決理由については法的三段論法を取りようもなく，理由は説

得的なものとなっていない。 

また，証明責任についても，明確に認識されて判断されているわけではない。この

点は，主要事実について正確な理解がない以上仕方がないものである。例えば，プノ

ンペン市裁判所７５３号事件については，不動産の所有権の所在が問題となっている

が，原告の所有権取得原因の事実と並んで，被告が所有権者であることの立証がない

ことも理由としている。 

  次に「主文」を記載するのが一般的であるが，「理由」と「主文」の間に「結論」

が入れられる場合もある。 

「主文」では，おおむね原告の求める請求に対応した主文となっている。 

  主文に関して，気がついた問題点は以下の通り。 

  給付判決に関しては，具体的な金額が明示されていないため執行ができない給付判

決もみられる。具体的には，離婚の際の養育費支払についてしばしばみられるが，「可

能な限りで支払え。」という判決などである。 

主文には，「適法な訴訟であり，受理することができる。」というような記載があ

るものがあるが，訴訟要件の欠缺の場合には訴え却下判決となることから特に主文に

おいて明示する必要はない。 

訴えを却下する場合に，民事訴訟法８１条（補正不可能な訴状の不備の場合の訴え

却下）を用いて却下をする裁判例があるが，これも８１条の誤解によるものである。 

また，判決の言い渡しが公開の法廷でなされたことについても主文に記載されてい
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る。このような事項は，民事訴訟法１１２条，１１７，１１８，１１９条により調書

の記載で足りるのであり，判決書に記載するべき事項ではない。さらに言えば，民事

訴訟法１８８条１項は，判決書の原本に基づき言い渡しがなされる必要があるため，

論理的に判決書の原本は，判決言い渡しに先立ち作成されることになり，言い渡し時

の態様については論理的に記載ができないはずである。 

 

③  上級審の判決について 

  上級審の判決として，控訴裁判所３９５号，同３３０号，最高裁判所２９４号，同

３０６号，同新１２号がある。 

  これらの判決も，最高裁判所の判決も，いずれも法的三段論法が採られていないこ

とは，地方裁判所の判決と同じである。 

  控訴裁判所３９５号では，不服申し立てがなされていない第一審の判決事項につい

て取り消しがなされ，不利益変更の禁止の原則が守られていないことなど，控訴手続

についての誤った運用がなされていると考えられる。本件を審理した裁判長が，ＲＳ

ＪP卒業生であることを考えると，まだまだ裁判官の間で，上級審の手続について理

解が不十分であることが推測できる。 

  最高裁判所の判決について検討すると，２００７年民事訴訟法が規定し，本来予定

されている手続とは異なった運用がなされていることが理解できる。すなわち新法

は，上告審を完全に法律審として位置付け，事実の認定は事実審裁判所の専権であっ

て，その適法の確定した事実は上告裁判所を拘束し（２９９条），上告には上告理由

を必要とするとともに，上告理由を憲法違反若しくは法令違反又は重大な手続違反に

限定し（２８４条，２８５条）上告裁判所が破棄の理由とした事実上及び法律上の判

断は，差し戻しを受けた裁判所を拘束するものとされている（２９９条第２項）。こ

のような，最高裁判所の法律審としての性格にもかかわらず，最高裁判所の判決から

は，裁判所・当事者双方ともにこの点を理解せずに手続を進めていることが観て取れ

るのである。 

これは，そもそも控訴審の判決における認定の事実がどのようなものであったかと

いうことの確定がなされていないこと，事実を認定し，それに法律を適用して，判断

を下すという判断過程がカンボジアの裁判においてなされていないことに原因があ

ると思われる。 

以上より，カンボジアの一般的な判決を前提に，判決として必要な記載事項を満た

しているかを検討したが，実質的な記載がなされておらず，修正の余地が多々あるこ

とがわかる。 

 

第３ 事件類型による判決の分析 

１ 離婚事件 

離婚事件としては 

カンダール州裁判所第１１０号事件 

カンダール州裁判所第４０号事件 

プノンペン市裁判所第１４３４号事件 
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プノンペン市裁判所第５６８号事件 

シェムリアップ州裁判所第４６７号事件 

がある。 

  いずれの判決も，離婚について合意がある事案であり，離婚原因に争いがある場合に

どのような事実認定がなされるかについては不明である。 

  現在カンボジアでは民法典が成立しているが適用はなされていないため，離婚を認め

る実体的規定は，婚姻家族法３９条，５８条，５９条ということになる1。 

  上記のいずれの判決も，当事者の合意を認定して離婚を認容する判決を出している

が，これは婚姻家族法５８条を意識したものであろうと思われる。この点では，各判決

は，離婚原因の有無について，事実を認定して，法を適用し，結論を導き出すという法

的三段論法により判断を行っていることになる。 

いずれの判決中にも，「親権」あるいは「監護権」に言及している部分があるが，用

語は一定しておらず，かつ，条文に用いられている用語とも異なる用語が用いられてい

る。また同じことは，扶養料についても言える。このような例は，裁判官が条文の文言

の解釈をしているという自覚を欠いているという証左であろう。 

  離婚の効果の発生時期についても，誤った解釈がなされている。婚姻家族法６９条に

は「離婚は，確定の日から婚姻の効果を解消させる。」と規定されていることから，離

婚の効果は離婚判決の確定により発生すると解されるが2，カンダール州裁判所第１１

０号事件，カンダール州裁判所第４０号事件，シェムリアップ州裁判所第４６７号事件

では，判決言い渡しの日から離婚の効果が生ずるとし，プノンペン市裁判所第５６８号

事件のみ，この点について正しい判断を行っている。 

 養育費の支払いについて，主文では「可能な限りで支払え。」との言い渡しがなされ

るが，この点については，具体的な確定の金額でないことから強制執行ができない。判

決を提供したカンボジアの弁護士もこのような判決では執行ができないので，判決の様

式を変える必要がある旨当職に説明をしていた。 

シェムリアップ州裁判所第４６７号事件に関しては，「和解調書」と表題のある弁論

準備手続きにおける調書も入手し，これについても翻訳を行った。この調書は表題とし

て「和解調書」という表題が付されているが，訴訟が終了するわけではないことから和

解調書という表題は不正確であろう。記載内容に特段の問題があるわけではないと思わ

れるが，調書に原被告及び原告訴訟代理人の指印ないしは署名があり，この手続は旧手

続に則ったものであろう。２００７年民事訴訟法では，調書は裁判所の認識を調書に残

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1 婚姻家族法４４条は，①遺棄②残酷性・暴力・迫害・家柄に対する蔑視③不道徳行為④男

性の性的不能⑤１年以上の物理的別居を離婚原因とする。 同５８条は双方当事者の合意に

よる離婚の申立の場合，その離婚の申請が自発的なものであって強制に基づくものでない場

合に離婚を認めることができると規定する。 また，同５９条は一方当事者からの離婚の申

立の場合，双方当事者がもはや共同生活を継続できないことを示すに充分な状況が判明した

場合に，離婚を認めることができると規定している。 
2 「UNDPによる英訳では婚姻家族法６９条は「離婚は，確定判決が宣言された日をもって

婚姻を終了させる。」とされているが，クメール語の原文では，「離婚は，確定の日から婚

姻の効果を解消させる。」となっている。したがって，英語訳の方は誤訳であると思われる

。 
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すものであり当事者や訴訟代理人の指印・サインは不要であるからである。もちろん本

事件は，２０１０年１２月２３日に提起された離婚訴訟であるから，手続は新法により

行われている。実質的な合意ができているにもかかわらず，別期日で判決言い渡し期日

を設けた理由は，原告代理人弁護士によれば，この期日は弁論準備手続であり，判決言

い渡しができなかったため別期日を設けたとのことであった。 

 

２  土地事件 

土地事件としては 

カンダール州裁判所第２４０号 

プノンペン市裁判所第７５３号 

がある。 

  カンダール州裁判所第２４０号事件は，建物収去土地明渡請求訴訟である。不動産訴

訟についてしばしば問題となるのは，土地所有権の取得原因について理論的な整理がな

されていないのではないかということである。というのは，売買や相続のような取得原

因については理解されているが，特別占有証書を持っている場合に，これが所有権の取

得原因であるのかという点について明確になっていないと思われる。また，物権変動と

対抗要件などの問題についても理解が薄いのではないかと考える。 

土地の特定に関しては，地番などが整備されていないカンボジアの実情に応じて，面

積や東西南北の隣地所有者を明示するなどして特定しており，特定のための工夫と言え

る。 

  プノンペン市裁判所第７５３号は，請求の趣旨が「管理権」と記載されていて，給付

訴訟なのか，確認訴訟なのか不明である。争点としては，「紛争の対象となっている建

物は原告の所有であろうか，被告の所有であろうか。」と記載されていることから，裁

判官自身がなにが請求原因で，なにが抗弁であるか全く整理ができていない。その結果，

判決では，被告の所有権不存在についても確認をする判決となっている。 

  このことから，裁判官に実体法の理解及び訴訟法の理解が欠けていることが明白であ

る。 

 

３  金銭消費貸借 

金銭消費貸借事件としては 

カンダール州裁判所第５３号 

カンダール州裁判所第１９０号 

シェムリアップ州裁判所第６６号 

シェムリアップ州裁判所第４６６号 

プノンペン市裁判所第８７９号 

がある。 

  金銭消費貸借契約については，金銭の授受，返還の合意，期限の到来という要件事実

を理解しているようである（カンダール州裁判所５３号事件）。金銭消費貸借の事件に

関しては遅延損害金の請求がなされることが多いと思われるが，遅延損害金は「慰謝料」

という言葉で表現される。この点については，民法上も明確に区別されていることから，
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「慰謝料」ではなく，「遅延損害金」とするべきであろう。 

  シェムリアップ州裁判所第６６号事件は，欠席判決である。判決文を見ると，被告に

対する送達報告書により被告に対して送達がなされていることを確認しており，送達制

度が機能していることが伺える。 

本判決は，遅延損害金以外に慰謝料の請求を認めなかったほか，訴訟手続内での執行

申立適切に処理しているなど内容はおおむね良好であると思われるが，欠席判決の場合

にも書証の証拠調べを行っている点で，争点について証拠により認定を行うという証拠

調べの理念，さらに言えば訴訟の構造について理解がなされているかどうか，疑問があ

る。 

  シェムリアップ州裁判所第４６６号は，金銭消費貸借事件についての和解調書であ

り，内容的には問題がない。しかし，調書中当事者の互譲について，「訴訟当事者の請

求の認諾，請求の放棄」という用語を用いている点で，請求の放棄・認諾・和解につい

て概念の混乱がみられる。 

  プノンペン市裁判所第８７９号事件は，マイクロファイナンス団体という，銀行のよ

うな機能を果たしている組織が，借主及び保証人に対して履行を求めた訴訟である。こ

の判決は当事者と代理人との概念について混乱がみられるほか，利息，遅延損害金，慰

謝料の関係の問題の整理，主たる債務者と保証人に対する請求原因事実についての理解

程度など様々な問題が看取できる。 

  まず，当事者と代理人の概念についてであるが，本判決は原告をマイクロファイナン

ス団体の従業員としているが，Ａが原告となったのが訴え提起後の権利取得によるもの

とすれば，当事者はＡではなく，マイクロファイナンス組織であるはずである（法８８

条）。またこの判決では主文においてＡはマイクロファイナンス組織の代理人と表示し

ている。したがって，この判決中でＡの地位について混乱が生じている。 

  また，本判決では，第２項で支払済みまでの利息請求を認容しているが，第３項で元

本の支払済みまでの遅延損害金，また，履行遅滞に対する慰謝料をそれに付加して認め

ている。金銭消費貸借に関する判決書を比較すると，利息と遅延損害金，慰謝料の関係

について取り扱いがまちまちとなっていることから，この点について取り扱いを統一す

べきであろう。 

 本判決については，主たる債務者に対する請求原因と保証人に対する請求原因が示さ

れておらず，当事者に金銭消費貸借契約及び保証契約について事実の争いがないとはい

え，裁判官が認定するべき事実について理解をしているか疑念が残る。 

 

４  不法行為訴訟 

  今回収集した判決書中には民事不法行為訴訟は見受けられない。また裁判官に直接聴

取したところ，カンボジアでは不法行為による損害賠償請求訴訟はこれまでになく，不

法行為による損害賠償請求は，刑事訴訟に附帯する形で行われている（附帯私訴）にと

どまる。したがって，刑事事件として立件されない事件については，被害者は訴訟手続

では救済されず，多くは警察官のあっせんする示談により民事的に賠償を得るにとどま

る。 

  カンボジアにおいて不法行為訴訟が行われない理由は，さまざまなものが考えられる
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が，一つの理由としては，不法行為訴訟についての理解が法曹に欠けていることがある。

したがって，不法行為の実体法的な問題及び書式例の提示などによりカンボジアに不法

行為訴訟を普及させる必要があると思料される。 

また，その際には，現在不当に低く評価されているカンボジアの人命（一例として，

交通事故において傷害を負わせた場合には，加害者に高額の治療費の支払い義務の負担

が生じるため，救助せずに死亡させ，２０００ドル程度の賠償を行う例もあると聞く。）

など，いびつな損害算定論にも適切な指導を行うことも考慮していいのではないか。 

 

第４ 今後の活動への提言 

１ 実体法・訴訟法教育の充実 

２ 要件事実の教育（実体法の仕組み） 

３ 判決モデルの提示（特に事実認定のやり方や， 判決理由の記載例について） 

などが考えられる。 

 １ 実体法・訴訟法教育の充実に関して 

権利は，実体法に規定された法律要件である事実を満たした場合に発生変動消滅する

という実体法の根本的な理解について，確認を行う必要があるのではないかと思われ

る。この点についての理解がなければ，結局のところどの事実を証拠により認定するの

か，認定の対象となる事実がわからないため，判決の「事実及び争点」についての記載

ができないことになる。裁判官は，ある意味技術的な要件事実を理解する前に，実体法

に規定されている一定の事実が存在する場合に権利の発生変更消滅という法律効果が

発生するということを理解していないのではないか。もし，そのことが理解できれば，

権利の発生要件である，条文の文言の解釈の重要性も理解できるであろうし，また，事

実に法をあてはめるという法的三段論法についても理解ができるようになるであろう。

結局のところ，この理解が欠けていることが，カンボジアの判決の問題の根本にあるの

ではないか。どのようなことを認定したらよいのか，その手掛かりがないため，裁判官

は判決書に空虚な権威を持たせるために，請求の趣旨，事件の概要，当事者の主張，判

決主文で無意味な引用を繰り返し行っているように思われる。 

  本来ならばこれらの基礎的知識は，大学の初年度においてなされるべき事項である

が，カンボジアの大学は，最もレベルが高く，カンボジアの法曹のほとんどを輩出して

いる王立法律経済大学でも決して高いものではない。そのため，ＲＳＪＰでも，当分の

間は法学の一般的教育を行う必要があるであろう。 

 また，訴訟についても訴訟の３類型についての理解が不足していると思われる。訴訟

の類型は，判決の機能の違いにより生じることから，民事訴訟制度についての一般的な

理解についても裁判官に納得させる必要がある。 

  

２ 要件事実教育（実体法の仕組み） 

  判決文中にある事実及び争点は，当事者の主張する事実について争いのある事実とな

い事実について摘示をすることが予定されているが（判決起案の手引参照），多くの場

合に，主要事実・間接事実を区別することなしに，当事者の主張をそのまま引用する場

合が多い。またその際でも主要事実が欠落している場合が多く，裁判官が主要事実を認
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識していない場合がほとんどである。 

  これは，実体法の理解が欠けていることが原因であるが，実体法を理解させるだけで

なく，どのような事実を認定対象とする必要があるかということについて，教授する必

要もある。金銭消費貸借契約などにおいては，これまでセミナー等で主要事実について

の説明を行っているため，理解をしているようであるが，その他についても順次行うの

が，カンボジアの裁判書を改善するための有効な一手段となると思われる。 

 

３ 判決モデルの提示（特に事実認定のやり方や，判決理由の記載例について） 

  これまで，カンボジアの裁判官は，モデルとなるような判決例に触れる機会がほとん

どなかったはずである。というのは，これまでの判決は，法的３段論法に則ったもので

もなければ，事実認定が丁寧になされているわけでもないからである。しかし，モデル

となるような判決例がクメール語で存在すれば，裁判官はそれを手本として説得的な判

決を作成することの一助とすることができる。 

 なお，カンボジアの判決がこれまで簡素で空虚な内容であったことは，口頭弁論終結

と判決言渡しを同じ日時に行うという慣例のためには必要なことであった。しかし，内

容を充実させるためには，このような実務慣行を修正する必要もあるであろう。 

                                   以  上 



. 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン控訴裁判所 
 
 

控訴裁判所 

民事事件 

番号：３９５号 

２００９年８月１３日 

判決 

番号：０３(K) 

２０１０年１月５日 

 

２０１０年１月５日に口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

タン＝スンライ氏  裁判長 
ウム＝サリット氏  陪席裁判官 
チャイ＝チャンダラバン氏 陪席裁判官 

検察官の代表 
ゲット＝サラット氏   

書記官 
クラエン＝ケイノリー女史   

 

原告：A 男性 ２５歳 職業 農業 タケオ州キリボン在住（被控訴人）  
被告：B 女性 １９歳 職業 農業 タケオ州キリボン在住（控訴人） 

 
事実および争点 

 
原告の求める判決： 

― 妻との離婚及び婚約のプレゼントである９５０アメリカドルと３．７５グラムの金（の返

還） 
 

事実及び争点： 
２００８年４月２９日付け原告訴状によると：自分と妻とは２００８年に法的に正当な結婚をし

た。結婚後、妻は原告と同衾することを拒み１年が経過している。結婚の１５日後には、私のこ

とを愛していないと言い、私を家から追い出した。 

 
口頭弁論手続における両当事者の主張： 

― 原告Ａ（不出頭）は控訴裁判所から２００９年１０月２０日付けの差し戻し判決を受けてい

る。 

― 被告Ｂは、彼に対して愛情を持っていないのは、彼が飲酒をするからである。彼女は彼を必

要としないため、彼は家に帰った。金銭に関しては、彼の方から離婚を言い出してきているので

返すつもりはない。金については、慰謝料でありやはり返すつもりはない。９５０ドルは結納金

であったが、彼の方で連れてきた結婚式の招待客のために、テーブル５卓分を増やしたこともあ

り、お金を返すつもりはない。 

検察官の代表の意見 

1 
 



2 
 

結婚式契約に基づく財産の分割については、法に従って判断をされたい。 

事実と最終判断の理由 

控訴審裁判所は次の通り認識する： 

１． B による、２００８年８月１４日付けタケオ州裁判所判決主文中第１，２項に対する、

２００８年８月２０日付け控訴は、適法であり、控訴審裁判所は民事訴訟法２６４条に

より受け付ける。 
２． 両当事者の陳述によれば、被控訴人は、控訴人が飲酒をするうえ、大きな声で怒鳴るた

めに近隣の者に対してはずかしい思いをすることなどから、控訴人に対して愛情を持っ

ていない。控訴人は、控訴人に対してもはや愛情を持っておらず、婚約のプレゼントも

既に使っていることを理由として返還に応じない。被控訴人の答弁は合理的であり、和

解の席における被控訴人の発言を証拠として、被控訴人を信じることができる。 
３． ２００８年８月１４日付けタケオ州裁判所判決主文中、結納を、結婚の際の参加者から

のプレゼントと認定した点は誤りであり、第２項と第３項を取り消す。 
 

主 文 
１． B による、２００８年８月１４日付けタケオ州裁判所判決主文中第１，２項に対する、

２００８年８月２０日付け控訴は、適法なものとして受理する。 
２． ２００８年８月１４日付けタケオ州裁判所民事判決（K）第２０号のうち、第２，３項

を取り消す。その余については、有効である。 
３． 控訴費用は、原告の負担とする。 

この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年１月５日公開の法廷で行われた。本判

決に対しては、送達の日から１カ月以内に上告をすることができる。 
 
書記官   陪席裁判官   裁判長 

 
署名    署名    署名 
 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン控訴裁判所 
 
 

控訴裁判所 

民事事件 

番号：３３０号 

２０１０年７月２０日 

判決 

番号：５６(K) 

２０１０年１１月２４日 

 

２０１０年１１月２４日午前８時に口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

タン＝スンライ氏  裁判長 
ウム＝サリット氏  陪席裁判官 
チャイ＝チャンダラバン氏 陪席裁判官 

書記官 
カエウ＝ソモン女史   

 

原告：A 男性 ４１歳 クメール人 パイリン州パイリン在住（被控訴人）  
被告：B 男性 ５１歳 クメール人 パイリン州パイリン在住（控訴人） 

B’女性 ２７歳 クメール人 パイリン州パイリン在住（控訴人） 
 

事実および争点 
 

事実及び争点： 
２０１０年１月２０日付け原告訴状によると：原告は２００９年７月３０日付け NO.079/09最終

売買契約書に基づき、７９７㎡の土地、時間を浪費したことの慰謝料として３００万リエル、及

び訴訟費用を求めている。原告は、被告Ｂから２００９年７月１０日に１万５０００ドルで本件

土地を購入し、法律に従った書面も作成している。彼は、本件土地に塀をめぐらし、名義変更を

し、土地を２筆に分筆するための書面も準備し、納税の手続も行っている最中であった。２００

９年１１月２７日に B’が策をめぐらし、彼の土地を奪った。 

１． 原告 A の主張：自分は最初の契約が２００８年１０月２５日であり、最終売買契約が２０

０９年７月３０日の売買に基づき、７９７㎡の土地を１万５０００ドルで購入した。バタ

ンボン州裁判所の判決が有効である。 

２． 被告 B’の主張：私はバタンボン州裁判所の判決に不服であるために控訴した。原判決は、

自分が B から購入し、書類も完備し、納税も済ませ、土地登録局で名義変更も済ませてい

る１９７０㎡の土地を A に与えることを認めたからである。私はこの土地を最初の契約が

２００９年１０月９日で、最終売買契約が２００９年１１月２７日であり、既に３万ドル

の支払いも済ませている。私は１９７０㎡の土地を要求する。これは私が買い、既に支払

いも済ませた土地である。私は、バタンボン州裁判所の判決の棄却を求める。 

３． 被告 Bの主張：私は、土地を１か所しか持っておらず、そのうち７９０㎡について A に１

万５０００ドルで売却した。B’と締結したのは、消費貸借契約と土地の残部に対する質権設

定契約であり、B’には土地を売っていない。私は１万ドルを彼女から借りた。私は、これら

の契約書に指印を押したことを認める。 
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理由 

１． B’による、２０１０年６月３日付けバタンボン州裁判所判決 No１７号主文中第１，

２項に対する、２０１０年６月９日付け控訴は、適法であり、控訴審裁判所は民事訴訟

法２６４条により受け付ける。 
２． 争点は、A が７９７㎡の土地について占有権限を有しているか、あるいは B’が B との

売買契約により本件土地に占有権限を有しているかである。 
３． 原告（被控訴人）の主張によれば、彼は B から土地権限証書 B１－０１６１（面積１９

７０㎡に対する２００５年４月１１日付け証明書番号：BL０００４２３）のうち、１

５ｍ×７５ｍを、最初の契約が２００８年１０月２５日であり、最終売買契約が２００

９年７月３０日の売買に基づき、１万５０００ドルで購入し、納税も済ませ、分筆も行

っている。 
４． 被告 B’は、「自分は２００５年４月１１日付け土地権限証書 BL0004 の土地を最初の

契約が２００９年１０月９日で、最終売買契約が２００９年１１月２７日である売買契

約により購入し、既に B に３万ドルの支払いも済ませている。B が A に売却した土地

は別の土地である。」と主張するが、この点については、本件土地と同一である。新し

い証拠により、A が文書を偽造したと主張するが、当裁判所はこれについては真偽不明

であり、刑事裁判手続が現在進行中である。 
５． B の答弁によれば、B が B’に売却した土地は、A らに売却した土地の残部である。A に

売却した土地の面積は７９７㎡である。 
６． 原告 A 売買契約書、最終売買契約書の証拠調べの結果によれば、売買契約は B’の売買

よりも先に行われ、これらの書面はすべて形式面は適法であった。そこで、裁判所はこ

れらの書面をすべて認める。その上、２０１０年４月２１日付け土地都市建設省３２７

DNSLSP レターによれば、B の土地を A と B’に２重に名義変更をするというミスがあ

ったことが認められる。当局は、２０１０年６月３日付けバタンボン州裁判所判決 No
１７号で認めたように原告の文書が正当に作成されたことを認めており、控訴裁判所も

再度確認書を作成する必要がないと考えている。 
７． ２０１０年６月３日付けバタンボン州裁判所判決 No１７は適切であり、維持される。 

 
主 文 

 
１． ２０１０年６月３日付けバタンボン州裁判所判決 No１７号に対する B’による、２０

１０年６月９日付け控訴を棄却する。 
２． ２０１０年６月３日付けバタンボン州裁判所判決 No１７号を維持する。 
３． 控訴費用は、B’の負担とする。 

この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年１１月２４日公開の法廷で行われた。

本判決に対しては、送達の日から１カ月以内に上告をすることができる。 
 
書記官   陪席裁判官   裁判長 

 
署名    署名    署名 
 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

最高裁判所 
 
 

最高裁判所 

民事事件 

番号：２９４ 

２００８年７月１４日 

判決 

番号：１１６ 

２０１０年３月２５日 

 

２０１０年３月２５日において公開の法廷で口頭弁論を終結した。 
 

合議体の構成員 

１．コン・ソリム  閣下、  裁判長 

２．プラク・キムサン氏、 裁判官 

３．テイ・ネン氏、   裁判官 

４．ヨス・ソウクウン氏、  裁判官 

５．ウィブ・キムスリ氏、 報告裁判官 

書記官 

プアング・チャンター女史 
 

最高検察庁の代表 

チェ・ソパル 検察官 

原告Ａ、（被上告人）男性、42歳、クメール人、カンダール州カアトウム郡在住、農民 

弁護士： Ｅ  任意代理人 
 

被告Ｂ（上告人）男性、４７歳、クメール人、農民、カンダール州サアン郡在住 

任意代理人：妻Ｃ 

争い：  土地売買契約の尊重を求める。 

事実及び争点 

 

ア） 請求を理由付ける事実： 

被告らは原告に土地を売り渡したが、原告が他人に当該土地を売却する際に、被告

らに協力を得られなかったことを理由とし、被告らに対して、２００３年７月７日

付けの土地売買契約の尊重を求めた。 

２００６年９月１９日付けカンダール州裁判所の民事事件第２７号を検討し、その判決

の主文は以下の通りである。 

１． 原告 Ａの 2005 年 9 月 27 日付け訴状が形式的且つ法的に正当であると認める。 
２． 売主Ｂ、その妻 C と買主Ａ間の 2002 年 8 月 2 日、2002 年 8 月 26 日、2003 年 7

月 7 日と記した土地売買契約を有効と認める。 
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３． Ｂとその妻 C が２002 年 8 月 2 日付け、2002 年 8 月 26 日付け、2003 年 7 月 7 日

付けの各契約を守ることを命じ、そして当該土地をＡとその妻Ｄに明け渡せ。 

４． Ｂとその妻 C が、Ａとその妻Ｄに対して慰謝料として 3.000.000 リエルを支払え。

本判決に従わなかった場合、競売のため、財産を差し押さえ、身柄拘束を科する。 
５． 原告は払った７，０００リエルの訴訟費用を差押え、判決が確定した時に被告が原

告に償還することを命じると同時に土地価格の１％に当たる５０，０００リエルの

手数料を支払うことを命じる。その額は８０％を国家のものとし、残り２０％は全

国の書記官の報酬とする。 

６． 本判決は両当事者の立会いのもと、公開の法廷で言い渡しがなされた。この判決に

対しては控訴をすることができる。 

本判決に対して２００６年１０月１０日付けの控訴状によってＢが控訴した。 

本判決に対して２００６年１０月１６日付けの控訴状によってＡが控訴した。 
 

  控訴裁判所が言い渡した２００８年２月４日付け民事判決第９号を検討し、その判決の

主文は以下の通りである。 
 

１． 被告Ｂの２００６年１０月１０日付け控訴状を棄却する1。 

２． 原告２００６年１０月１６日付け控訴を認容する。 

３． 損害賠償を３０００万リエルから８００万リエルに変更する。 

４． 控訴費用は被控訴人の負担とする。 

５． 本判決は２００８年２月４日に公開で言い渡しがなされた。本判決に対しては送達

を受けた日から 30日以内に、上告をすることができる。 

  本判決の全部に対して、２００８年５月６日の上告状第２４０号によって、Ｂが上告し
た。 

イ） 当事者の陳述： 

Cの陳述は次の通りである。：原審の判決が不当であるため、上告した。理由は「2002 年と

2003 年には、私と夫がＡから 1860 ドルを借り受け、債権担保のため土地に対して質権を設定

した。しかし貸主が私と夫を騙して、（質権設定ではなく、）土地売買契約に署名させた。私たち

は、その二筆の土地を売り渡さず、一筆の土地だけを売り渡した。村長の立会いでその売買契約

を作成した。」であり、すべての三つの契約を否認する。控訴審裁判所の判決の破棄を求める。 

Ａの陳述は次の通りである：C はこの土地について質権が設定されたと主張するが、この土

地は質権の目的物ではなく、売買契約で私に売却され、そしてこの三つの売買契約は村長の立会

いで締結された。控訴裁判所の判決を維持することを求める。 

                                                            
1「控訴を棄却する」ではなく、「控訴状を棄却する」と記載されている。 
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原告の任意代理である弁護士Ｅの陳述は次の通りである。：C の本件土地が質権の目的物であ

るとの主張は不誠実だ。前審における被告の陳述を精査していただきたい。原告が土地の売買契

約を行ったことは、地方行政当局者により確認されている。控訴裁判所の判決を維持することを

求める。 
 

- 報告裁判官から報告を聞き、 

- 最高検察庁の代表による結論を聞き、 

- 両当事者とその弁護士らの陳述を聞き、 

- 法に基づいた協議をした後、 
 

最高裁判所は 
 

 被告Ｂの２００８年５月０６日付け上告状第２４０号は適法であり、裁判所¦第１４条と

民事訴訟法第２８３条に基づいて最高裁判所は本件を審理することが可能と考える。 

 最高裁は、上告理由書に記載された被告Ｂの主張について、次の通り考える。２００２

年８月２日付けと２００３年７月７日付けの両売買契約書は、債権者である原告の要求

に基づく債務担保契約であるとの主張は信用することができない。カンダール州裁判所

ではＢの妻Ｃが２００２年８月２日付けの契約が売買契約と認めたが、２００２年８月

２日付けと２００３年７月７日付けの両売買契約については指印がないことを理由とし

て、売買契約の成立を否認した。しかし、２００６年８月２５日付け内務省の技術部の

鑑定書面により、２００２年８月２日付けと２００２年８月２６日付けの農地売買契約

につけたＣの指紋は、カンダール州裁判所裁判官の調書に押されたＣ指印と同じものと

証明された。また２００２年８月２日付け、２００２年８月２６日付け、及び２００３

年７月７日付け農地売買契約にあるＢの指印は、カンダール州裁判所裁判官の調書にあ

るＢの指印と同じものと証明された。その上に、被告は質権設定契約に対する証拠を持

っていない。それゆえ、被告Ｂとその妻Ｃが、２００２年８月２日、２００２年８月２

６日、２００３年７月７日と記した土地売買契約による発生した債務を、２００１の土

地法第６４、６５、６９条にもとづいて、履行しなければならない。 

 控訴裁判所が言い渡した２００８年２月４日の民事判決第９号が形式的及び法律的に正

当であると認める。 

 

よって 

以下の判決を下す 
 

１． Ｂによる２００８年５月６日の上告状第２４０号を棄却する。 

２． 控訴裁判所が言い渡した２００８年２月４日の民事判決第９号を認め、そのまま維持す

る。 

３． 上告費用は被告の負担とする。 

４． 本判決は２００８年３月２５日に公開の法廷で言い渡された。 
 

コン・ソリム閣下、   裁判長 

プラク・キムサン氏、  裁判官 

テイ・ネン 氏、    裁判官 

ヨス・ソウクウン氏、  裁判官 

ウィブ・キムスリ氏、   裁判官 
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プアング・チャンター女史  書記官 
 

‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐ 

 
原本に基づいて正しく複写した。 

プノンペン、２０１０年７月７日 
 

書記官 

プアング・チャンター 
 

 
 
 
 
 
 

確認した。 

プノンペン、２０１０年７月７日 
 

裁判長 

コン・ソリム 
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カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名で 

最高裁判所 
 
 

最高裁判所 

民事事件 

番号：３０６ 

２００８年７月１８日 

判決 

番号：１１２ 

２０１０年３月２３日 

 
 

２０１０年３月２３日に公開の法廷で口頭弁論を終結した。 
 

１．ディト・ムンティ閣下、裁判長 

２．キム・ソタリー女史、裁判官 

３．ユー・ウッタラ氏、裁判官 

４．キウ・ソッカー氏、裁判官 

５．チャン・リアンシー氏、裁判官 
 

書記官 

プアング・チャンター女史 
 

最高検察庁の代表 

セング・ブンキアング、検事 

 

原告： Ａ（被上告人）５０歳、クメール人、土地当局の職員、カンポンチャム州チャ

ムカールー郡に在住する。 

被告：Ｂ（上告人）３５歳、クメール人、ゴム園のスタッフ、カンポンチャム州ストン

グ・トラング郡に在住する。 

訴訟物：１１，８８０米ドルの金銭と２，０００米ドルの慰謝料1を請求する。 

 

事実と争点 
 

ア）請求を理由づける事実 

Ａによる２００７年２月１２日付けの訴状に基づいて、Ｂから１１,８８０．６０ドル

の金銭と２，０００ドルの慰謝料を請求する。（ＡとＢは、）２００５年９月２８日及び２０

０６年５月１日、ゴムの木の栽培請負契約を締結し、Ｂはその契約第５条において、Ｂが１０

０％生長できると保障し、生長できない場合、３倍の賠償を返還すると保証した。Ｂが弁済で

きない場合、財産を差し押さえ、債務弁済のために売却を求め、また、故意がある場合、Ｂに

対して禁固刑による身柄拘束2を求める。 

                                                            
1 カンボジアでは、損害賠償一般について「慰謝料」という言葉を用いる。 
2 2007 年民事訴訟法施行前に認められていた債務拘禁制度。 



カンポンチャム始審裁判所が言い渡した２００７年７月１７日の民事判決第１５９号を

検討し、その判決の主文は以下の通りである。 

１． Ａ原告の２００７年２月１２日の訴状が形式的かつ法的に正当であると認める。 

２． ＡとＢとの間に結ばれた２００５年９月２８日と２００６年５月１日のゴムの木の

栽培請負契約が形式的かつ法的に正当であると認める。 

３． 本判決の確定から、Ｂが９，５８６ドルの金銭と１，０００ドルの慰謝料をＡに対

して返済することを命じ、その余の請求は却下3する。Ｂが返済できない場合、債

務担保のために財産を売却し、それに従わない場合、Ｂに対して債務返済請求のた

めに禁固刑による身柄拘束を執行する（契約法第２２条と民事判決執行手続法第１

３３条に基づく）。 

４． 訴訟費用を没収4する。その額は事件登録費用と手数料９００リエル，会計担当裁

判所書記官の報酬２００リエル、呼出状の交付費用５，０００リエルを含め、合計

で７，０００リエルとなる。その額は原告が支払った７，０００リエルから決算さ

れるもので、控訴期間が経過したとき、被告が原告に償還し、９，５８６ドルの

１％を相当する手数料を支払うことを命じる。その手数料は国庫と全国の書記官へ

の報酬のために、それぞれ８０％と２０％で仕分けられる。 

５． 本判決は両当事者の立会いで審理され、公開で言い渡しがなされた。この判決に対

しては、法律の規定に基づき控訴することができる。 
 

  本判決全部に対して、Ｂにより２００７年８月３１日付けの控訴状により控訴された。 
 

  控訴裁判所が言い渡した２００８年３月１２日の民事判決第２１号を検討し、その判決

の主文は以下の通りである。 

１． Ｂによる２００７年８月３１日の控訴状を棄却する。 

２． カンポンチャム始審裁判所が言い渡した２００７年７月１７日の民事判決第１５９

号を有効とみなし、それを維持するが、主文の第三点における禁固刑による身柄拘

束という内容を削除することに止まる。それ以外は有効とし、維持する。 

３． 訴訟費用は被告の負担とする。 

４． 本判決は２００８年３月１２日公開の法廷で言い渡しがなされた。本判決に対して

は、判決の送達から１ヶ月以内に上告をすることができる。 
 

本判決全部に対して、Ｂの代理人による２００８年３月１９日付け上告状に基づいて上

告がなされた。 
 

イ）両当事者の陳述について 

Ｂの陳述は次の通り：上告したのは控訴裁判所と始審裁判所の判決が、自分に対する損

害賠償を過大に認容したからである。契約を順守しなかったのは相手方であり、相手方はゴム

の木の間にある土地を耕す義務があったが、それを怠った。また、ゴムの木が生長しないため、

自分は新しく植え直す約束をしたにもかかわらず、別のゴムの木を勝手に栽培した。８．１３

ヘクタールの土地でゴム木を栽培する契約は２００５年９月２８日と２００６年５月１日と２

回で行われた。 

自分は２００７年１月１６日に記した係争土地調査の記録を認める。 

                                                            
3 棄却の趣旨と思われる。 
4 差押と同じ用語が用いられている。 



 

  要請：控訴裁判所の判決を破棄し、再審のために差し戻しを求める。栽培したゴム木の

うちで、枯れたものと成長が充分でないものがあるが、これらについては返済する金銭がない

ため、代わりに新しく植え直すつもりである。 

  Ａの陳述は次の通り：被告の主張は失当である。契約では、Ｂは植栽したゴムの木が１

００％生長すると保障したにもかかわらず、なかには枯れたものもあったからである。そのた

め、自分が資金と時間が無駄になってしまった。栽培した土地は８．５ヘクタールあり、二回

の契約でそれぞれ６．５ヘクタールと２ヘクタールの土地に栽培した。２００５年９月２８日

における第一回の契約は６．５ヘクタールの土地で、３，６０７本、１本当たり０．９ドル、

計３，２４６．３ドルの値段で契約を結んだ。そして、２００６年５月１日における第二回の

契約は２ヘクタールの土地で、１本当たり１ドル、計１，１００ドルの値段で契約を結んだ。

契約には、一方の当事者に債務不履行があれば他方当事者は、損害の三倍の額を賠償するとい

う条項がある。そのため、Ｂから１１,８８０．６ドルの損害と２，０００ドルの慰謝料を支払

うよう請求する。 
 

要請：  控訴裁判所の判決を適法とし、それを維持すると求める。 
 

 報告裁判官の報告を聞いた後、 

 最高検察庁の結論を聞いた後、 

 両当事者の陳述を聞いた後、 

 法令に基づいた協議を行った後、 
 

最高裁判所は 
 

 被告による２００８年３月１９日付けの上告状第１４７号が法の規定に従ったものと考

え、裁判所法第１４条と民事訴訟法第２８３条に基づいて最高裁判所は本件を審理する

ことが可能と考える。 

 控訴裁判所が２００５年９月２８日付けと２００６年５月１日付けの契約に基づいて、

１００％まで債務を履行できないと言う理由から、被告Ｂに対し、原告Ａへ９，５８６

ドルの金銭と１，０００ドルの慰謝料を支払うことを命じたのは不適当と考える。理由

は次の通りである。 

法廷では、被告が枯れたゴムの木を新たに植栽すると約束したが、原告は他のゴムの木

を購入し、代わりに植栽した。そのことは原告が否定しないため、事実であると考える。

つまり、被告が自分の債務を履行するのに適した環境を原告が与えなかったと言える。 

 両当事者が２００７年１月１６日に記した係争土地調査の記録を認めたため、損害額は

その記録に基づかなければならない。 

 控訴裁判所が言い渡した２００８年３月１２日の民事判決第２１号は法令の規定から正

当ではないと考える。 

 

よって 

以下の判決を下す 
 

１． 被告による２００８年３月１９日の上告状第１４７号を受理する。 

２． 控訴裁判所による２００８年３月１２日の民事判決第２１号の主文全体を破棄する。 



３． 最高裁判所の２００８年７月１８日と記した訴訟記録第３０６号を再審のために控訴

裁判所に差し戻す。 

４． 訴訟費用は原告の負担とする。 

５． 本判決は２０１０年３月２３日に審理され、２０１０年４月１日に公開の法廷で言い

渡しがなされた。 

 

ディト・ムンティ閣下、裁判長 

キム・ソタリー女史、裁判官 

ユー・ウッタラ氏、裁判官 

キウ・ソッカー氏、裁判官 

チャン・リアンシー氏、裁判官 

プアング・チャンター女史、書記官 
 

 

 

 
原本に基づいて正しく複写した。 

プノンペン、２０１０年４月６日 
 

書記官 

プアング・チャンター 
 

 
 
 
 

検討した。 

プノンペン、２０１０年４月６日 
 

裁判長 

ディ・モンティ 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

最高裁判所 
 
 

最高裁判所 

民事事件 

番号：新１２ 

２００７年９月２５日 

判決 

番号：２６８ 

２００８年８月８日 

 

２００８年８月８日において以下の構成で、審理を公開法廷で行った。 
 

１．キム・ポン閣下 裁判長 

２．リエル・ムン氏 裁判官 

３．スン・ディム氏 裁判官 

４．チム・シーパル氏 裁判官 

５．サウム・シリヴァット氏 報告裁判官 

６．コング・ピルン氏 裁判官 

７．ユス・ソクエン氏 裁判官 

８．キム・ソタリー女史 裁判官 

９．モン・モニチャリヤー氏 裁判官 
 

書記官 

プアング・チャンター女史 
 

最高検察庁の代表 

チューン・チャンター閣下、次長検事 

 

２００６年１１月８日付け民事事件８１号に対する控訴裁判所の２００７年８月８日付

け民事判決第９９号について第二上告を審理するために開廷した。 

原告ＡはＥ ４５歳 クメール人 貿易局の職員 バッタムボン州スヴァイポー在住 に権利

を移転した。 

弁護士： Ｃ 任意代理人 
 

被告Ｂ（被上告人） 男性 ７７歳 クメール人 農業 カンポンチャム州メムット在住 

弁護士：Ｄ、 任意代理人 

訴訟の目的： 土地管理権請求 

 

Ｅは、２００７年８月１３日付け上告状第４２９号に基づき、控訴裁判所が言い渡した

２００７年８月８日付け民事判決第９９号における主文の第１項と第２項に不服申し立てをし

た。 

２００７年９月２５日と記した最高裁判所の民事事件新１２号の訴訟記録を検討した。 



Ａの１９９８年１月８日の訴状によれば、自分が１９７９年以来占有し、畑仕事をして

いた５２ｍ×１０４ｍの土地の管理権を被告であるＢに請求する1。 

１９９０年にＢは自分に一時的に本件土地に居住させてくれるように頼んだが、この土

地は自分がすでに占有権を申請していた。そこで、Ｂの家族に対し、建物を収去し、本件土地

の明渡しを求める。 
 

  カンポンチャム州地方裁判所が言い渡した１９９９年１１月１７日付け民事判決第２号

を検討し、その判決の主文は以下の通りである。 

１． 原告であるＡの１９９８年１月８日の訴状が形式的かつ法的に正当であると認める。 

２． ＡからＥへの１９９８年１月８日2の権利譲渡が形式的かつ法的に正当であると認

める。 

３． 本判決が確定するときからメムット郡土地局が発行した１９９８年２月１２日の図

面に基づいたカンポンチャム州メムット郡にある５，２４１ｍ２の土地に対するＡ

の所有権を認める。土地法第２条。 

４． 判決が確定したときに、Ｂは自分の家とともに子供であるＦの家を当該土地から明

け渡せ。不服の場合には、裁判所が法に基づき執行を行う。 

５． 原告が支払った７，０００リエルの訴訟費用を差押え、判決が確定したときに被告

が原告に償還することを命じると同時に、土地価格の１％に当たる５０，０００リ

エルの手数料を支払うことを命じる。その手数料は事前に原告が支払い、その後、

被告が償還することを命じる。 

６． 本判決は権利譲渡した原告と被告の立会いのうえ、公開の法廷で言い渡しがなされ

た。本判決に対しては控訴ができる。 

 

  本判決に対しては全部不服であるとして、１９９９年１２月７日付け控訴状第８９号に

よりＢが控訴した。 
 

  控訴裁判所が言い渡した２００２年３月１４日の民事判決第２５号を検討し、その判決

の主文は以下の通りである。 
 

１． 被告であるＢの１９９９年１２月７日の控訴を形式的に正当であるが、法の規定に

違反するため却下する。 

２． カンポンチャム州始審裁判所が下した１９９９年１１月１７日の民事判決第２号を

維持し、主文全体が正当であると認める。 

３． １３，０００リエルの控訴費用を差押える。その額は控訴人が支払った事件登録費

用と手数料が２，５５０リエル、会計の裁判所書記官の報酬４５０リエル、呼出状

の交付費用５，０００リエルと裁判所当局５，０００リエルを含める。 

４． 本判決は控訴の両当事者の立会いのもと、公開で言い渡された。本判決に対しては

上告することができる。 
 

  Ｂによる２００２年３月１８日の上告状第９９号を検討し、その内容は控訴裁判所が下

し２００２年３月１４日の民事判決第２５号の主文全体に対する不服申立てである。 
 

                                                            
1 給付訴訟なのか確認訴訟なのかを明示していない。 
2  訴訟提起と権利移転が同じ日になされているのは不自然であり、誤記ではないかと思われる。 



  最高裁判所が言い渡した２００６年９月５日付け民事判決第２６４号を検討した。その

判決の主文は以下の通りである。 

１． Ｂによる２００２年３月１８日付け上告状第９９号を形式的かつ法的に正当であると

認める。 

２． 控訴裁判所が言い渡した２００２年３月１４日付け民事判決第２５号を全体的に無効

とみなす。 

３． 最高裁判所の２００２年６月１７日付け民事訴訟事件第１８１号を控訴裁判所に再審

のために差し戻す。 

４． 被告が最高裁判所に支払った１９，０００リエルの訴訟費用を差押える。その額の内

容は以下の通り。 

- 事件登録費用と手数料が４，０００リエルであるが、会計の裁判所書記官の報酬の

ためにその額から８００リエルを差し引く。 

- 呼出状の交付費用１５，０００リエル。合計で１９，０００リエルとなる。 

５． 本判決は２００６年９月５日に公開の法廷で言い渡された。 

 
 

  控訴裁判所が第二審において言い渡した２００７年８月８日付け民事判決第９９号を検

討し、その判決の主文の内容は以下の通りである。 

１． 最高裁判所が言い渡した２００６年９月５日の民事判決第２６４号に基づき、控訴裁

判所の２００６年１１月８日の民事事件第８１号を審理する。 

２． メムット郡土地局が発行した１９９８年２月１２日の図面に基づいたカンポンチャム

州メムット郡所在の５，２４１ｍ２の係争土地を以後、被告であるＢの占有管理、所有

とする。 

３． １３，０００リエルの控訴費用を没収する。その額は事件登録費用と手数料が２，５

５０リエル、会計の書記官の報酬４５０リエル、呼出状の交付費用５，０００リエル

と裁判所当局５，０００リエルを含めて、あわせて１３，０００リエルである。そし

て、係争土地の価格の１％相当する手数料を原告が支払うことを命じる。 

４． 本判決は両当事者の立会いのもと、公開で言い渡された。この判決に対しては法律の

定めに基づき、上告をすることができる。 
 

 Ｅによる２００７年８月１３日付け第２上告状第４２９号を検討し、その内容は控訴裁

判所が言い渡した２００７年８月８日付け民事判決第９９号の主文の第１項と第２項に対する

不服申立てである。 
 

  Ｅによる２００３年１０月１３日付け上告理由を検討した。3 

  報告裁判官の報告を聞き、また控訴の判決は正当であるとの最高検察庁の代表による結

論を聞いた。裁判所に当事件に対する審理と判断を求める。 
 

 法廷におけるＥの陳述は次の通り。： 

１９７９年から自分の叔父が当該係争土地を片付けて、畑仕事をし始めた。そして、１９９０

年にＢが叔父の土地に一時的に住まわせてくれるように頼み、叔父が必要となるときに土地を

返還するとのことであった。幼い頃からの友情を考え、叔父は一時的な居住を許したが、Ｂが

その土地全体を欲しくなったため、叔父が郡の当局での和解を求め、紛争を終結させるために

                                                            
3 上告人が、ＡではなくＥとなっている。また、日付も２００３年となっている。 



土地の半分を譲るという条件まで提示した。しかし、Ｂは同意せず、現在までの訴訟に至った。

自分は最高裁判所に法に基づいた判決を求める。 
 

  法廷におけるＢの陳述は次の通り。：係争土地は自分が村長から１９７９年に引き受け、

土地を片付けた上、７，０００ｍ２の畑と４，０００ｍ２の田んぼで農業をやっていた。郡で和

解交渉時、自分は５２ｍ×１０４ｍの土地だけを希望した。池を掘ったのは他人の土地であっ

て、今では自分の土地の上に生活し管理するだけである。自分は５２ｍ×１０４ｍの土地だけ

を今後の家とするために求めている。 
 

 原告の任意代理人であるＣ弁護士は次のように陳述した。：自分の依頼者であるＥによ

ると、係争土地はＥの叔父に当たるＡによって１９７９年から占有されて、占有の申請も１９

８９年に済ませた。  Ｂは確かに自分の叔父に（一時的に居住をさせてくれるように）を頼ん

だのであり、（本件土地はＢが所有するのではない。）Ｂが主張した所有権を証明するものは

ひとつもない。Ｂの陳述は、判断を難しくさせるために意図的になされている虚偽のものであ

る。 
 

  被告の任意代理人であるＤ弁護士は次のように陳述した。元戦場であるこの土地は自分

の依頼者が片付けた後、１９７９年から占有し、Ｅが主張した１９９０年からではない。１９

７９年にはＡはどこに住んでいたかわからないが、１９８６年にＡが自分の依頼者に対して、

依頼者が相続した土地に一時的に住まわせてくれるように頼んだものである。被告による当該

土地の占有と管理は土地法第７条と政令第３号に基づくもので相当である。 
 

 報告裁判官から報告を聞いた後、 

 最高検察庁の代表による結論を聞いた後、 

 両当事者とその弁護士らの陳述を聞いた後、 

 法に基づいた協議をした後、 
 

最高裁判所は 
 

 原告Ａの代表として、Ｅによる２００７年８月１３日の上告状第４２９号は適法であり、

裁判所法第１４条と民事訴訟法第５８２条に基づいて最高裁判所は本件を審理すること

が可能と考える。 

 原告Ａによる、「当該土地は自分が１９７９年から占有し、占有権申請も済ませていた

ところ、１９９０年に被告Ｂが係争土地を一時的な居住をＡに依頼したものである」と

の理由での５２４１ｍ２の土地の請求は正当ではない。理由は次の通り。 

＋１９７９年から元村長であったＧの２００２年３月３１日付け証明書、及び元村長Ｈ

の２００２年３月２８日付け証明書によれば、被告は１９７９年から土地を片付けて、在住・

管理しており、家族登録証によっても被告とその家族は係争土地に少なくとも１９８６年から

在住していたことが認められる。 

＋被告とその家族が原告から係争土地の一時的な居住を依頼したことについては充分な

証拠はない。なぜなら１９９２年の土地法第８１条に定めた契約がないからである。また、口

頭で賃貸があったとしても、原告が契約と契約外の責任に関する法律第３８号第２５条に定め

た返還請求権は認められない。 

－原告は土地占有権を郡の当局に申請したとしても、原告は何らかの方法で係争土地を

占有したことがない。一方、被告は現実的に係争土地を１９８６年から占有したことが



明らかで、メムット郡の土地局が出した１９９８年２月１２日係争土地の図面が証明し

たように、被告はその土地で家を建設した他、ドリアン等を多く植えたりしていた。よ

って、その土地に対して、被告は１９８９年４月２２日の政令第２５号と１９９２年の

土地法第６２条、第７４条による権利を有すると考える。 

－控訴裁判所が言い渡した２００７年８月８日の民事判決第９９号が形式的及び法律的

に正当であると認める。 

 

よって 

両当事者の立会いで以下の判決を下す 
 

１． Ｅによる２００７年８月１３日付け上告第４２９号を棄却する。 

２． 控訴裁判所が言い渡した２００７年８月８日の民事判決第９９号を維持する。 

３． 上告費用は原告の負担とする。 

控訴裁判所が定めた負担割合を原告に支払わせる。 

４． 当該判決は２００８年８月８日において審理され、２００８年８月１１日に公開の法

廷において言い渡された。 
 

キム・ポン閣下 裁判長 

リエル・ムン氏 裁判官 

スン・ディム氏 裁判官 

チム・シーパル氏 裁判官 

サウム・シリヴァット氏 裁判官 

コング・ピルン氏 裁判官 

ユス・ソクエン氏 裁判官 

キム・ソタリー女史 裁判官 

モン・モニチャリヤー氏 裁判官 

プアング・チャンター女史 書記官 

 
原本に基づいて正しく複写した。 

プノンペン、２００８年９月１日 
 

書記官 
 

 
 
 
 

検討した。 

プノンペン、２００８年９月１日 
 

裁判長 



. 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

カンダール州裁判所 
 
 

カンダール州裁判所 

民事事件 

番号：１１０号 

２００９年４月０２日 

判決 

番号：２５(ho) 

２０１０年８月１２日 

 

２０１０年８月１２日に、２００９年４月０２日付け民事事件番号：１１０号事件

について公開の法廷で口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

フート＝ヒエン氏 カンダール州裁判官 
書記官 

リム＝クンペアク氏  カンダール州書記官 
 

原告：A 女性 ２３歳 クメール人 職業 主婦 カンダール州タークマウ在住 父

親の名前C（存命） 母親の名前D（存命） 夫の名前B 子ども１人  
被告：B 男性 ２８歳 クメール人 私企業勤務 カンダール州タークマウ在住  

父親の名E（存命） 母親の名前F（存命） 妻の名前A 子ども１人  
 

事実および争点 
 

１．原告の求める判決： 

― 原告は被告Bとの離婚及び３歳の娘Gの管理権1を求めている。 

― 訴訟費用は被告の負担とする。 
 

２． 事件の概要： 
原告は２００５年に被告Ｂと結婚をしたが結婚中幸せなことはなかった。いざこざと言い争いが

絶えなかったため、原告は被告との離婚を求めた。 

 
３．両当事者の主張： 

― 原告Ａは、２００５年３月３１日に夫Ｂと結婚をし、Ｇという３歳になる女児がある。婚姻

中いざこざと言い争いが絶えなかったため、原告は被告との離婚及び子どもの管理権を求めたが、

離婚後扶養2を求めていない。共有財産はなく、債務もない。 

― 被告Ｂは、結婚中はいざこざと言い争いが絶えず、うまくやっていくことがなかった。相手

を言い負かそうとして議論をしたことはない。妻は私に何の愛情も持っていないというため離婚

に同意した。娘の親権については、妻の求めに応じ、妻にゆだねることに同意をした。 

                                                            
1 民法上に規定されている親権とは異なる、管理権という用語を用いている。 

2 文脈から養育費を求めているのかもしれないが、扶養という用語を用いている。 

1 
 



2 
 

理 由 

１． 原告と被告は法律に従い、２００５年３月３１日に婚姻をし、結婚証明書は２００５年

９月１５日に、タークマウの身分登録官により登録された。登録簿にはＨの署名もある。 
２． 原告と被告は共同生活を行い３歳になる娘を設けた。娘の出生登録は２００７年１０月

１６日付けになっている。 
３． 原告と被告は、真意から共同生活を続けることができずお互いに夫婦としての愛情を持

っていない。原告は子どもの管理権を求め、扶養を求めていない。被告は原告の要望に

応じ、子どもを原告にゆだねることに同意している。 
４． 原告と被告は、異議なくして離婚に同意し、裁判所は法に従い判断をする。 
５． 共有財産も債務もないことから裁判所はこれについて判断をしない。 

 
主 文 

１． 原告Ａと被告Ｂを同意に基づき、今より離婚する。 
２． Ａに、今日から３００日の間寡婦であり続けることを命ずる。 
３． Ａに、両当事者の合意に基づき、今日から扶養なしでＧの親権を認める。 
４． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年８月１２日公開の法廷で行われた。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

カンダール州裁判所 
 
 

カンダール州裁判所 

民事事件 

番号：４０号 

２０１０年２月２２日 

判決 

番号：２１(ho) 

２０１０年８月０３日 

 

２０１０年８月０３日に、２０１０年２月２２日付け民事事件番号：４０号事件に

ついて公開の法廷で口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

フート＝ヒエン氏 カンダール州裁判官 
書記官 

イン＝ンゴウンサ氏  カンダール州書記官 
 

原告：A 女性 ４２歳 職業 洋服仕立 カンダール州ポンヒアロウアー在住 夫の

名前B 子ども３人 父親の名前C 母親の名前D   
被告：B 男性 ５０歳 職業 警察官 プノンペン市ツールコーク在住 妻の名前A 

子ども３人 父親の名E 母親の名前F   
 

事実および争点 
 

１．原告の求める判決： 

― 原告は被告Bとの離婚、子どもの管理権1、共有財産である１台のモーターバイクと１台の

自動車の財産分与を求めている。 
 

２． 事件の概要： 
原告は被告Ｂが同居をしないこと、毎日言い争いが絶えないこと、これ以上夫婦として生活する

自信が持てないこと、夫が家を顧みないことを理由に離婚訴訟を提起した。夫Ｂが家を出てから

家庭と子どもたちに愛情を持たず、これといった職業につかないため夫として考えていない。１

９８９年に結婚をして、３人の子どもを儲けている。 

 
３．両当事者の主張： 

― 原告Ａは、夫と１９８９年に婚姻をしたが、夫に対し夫としての愛情を失ったことを理由と

して被告Ｂに対して離婚を求めている。二人には次のように３人の子がある。 

１． Ｇ 男 １７歳 

２． Ｈ 男 １５歳 

３． Ｉ 男 ６歳 

                                                            
1 民法上に規定されている親権とは異なる、管理権という用語を用いている。 

1 
 



2 
 

                                                           

彼女は、３人全員の子どもの管理権、子ども一人当たり１カ月２００ドルの扶養料、及び

自動車１台モーターバイク１台を含む共有財産についての法に従った財産分与を求めてい

る。債務はない。 

― 被告Ｂは、離婚には同意をしている。また親権についても、妻に同意をしている。扶養料に

ついても可能な限度で支払い、法に従った形での共有財産の分割には同意をしている。債務はな

い。 

理 由 

１． 原告と被告は法律に従い、２００５年３月３１日に婚姻をし、結婚証明書は１９８９年

９月２０日Ｎｏ５３/８９革命人民委員会発行で、Ｊの署名がある。 
２． 原告と被告は、互いに夫婦としての愛情を持っておらず、離婚に同意している。 
３． 原告はすべての子どもの管理と監護を求めており、被告は原告の求めに応じて、それに

同意している。原告は子ども一人当たり月２００ドルの扶養料を求めているが、被告は、

経済的に可能な限度での支払いを主張している。 
４． 原告が分割を求めた共有財産には、ISUZU 製 STEP（ナンバープレート プノンペン

1H1465）も HUNDAI 製 STAREX（ナンバープレート コンポンスプー州 2A1321）
があり、被告もこの点について主張することから、裁判所は法に従い判断するものとす

る。 
 

主 文 
１． 原告Ａと被告Ｂを同意に基づき、今より離婚する。 
２． Ａに、今日から３００日の間寡婦であり続けることを命ずる。 
３． Ｇ 男 １７歳、Ｈ 男 １５歳、Ｉ 男 ６歳の３人の子どもの親権は、両当事者

の合意により、原告に認められる。被告Ｂは、子どもが成人に達するまで経済的に可

能な限度での扶養料の支払いをする。 

４． Ｂが子どもを訪問することを認める。双方の親は、婚姻家族法７４，７５条2に定めら

れた義務と権利を満たすことを命じる。 
５． ISUZU 製 STEP（ナンバープレート プノンペン 1H1465）、HUNDAI 製 STAREX

（ナンバープレート コンポンスプー州 2A1321）を含む共有財産は等しく２分の１

に分割する。 
６． 訴訟費用は被告の負担とする。 
７． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年８月３日公開の法廷で行われた。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 

 
2 婚姻家族法７４条は離婚した父母の子に対する相互協力義務を、７５条は監護権のない親の面接交

渉権等を定めている。 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 

プノンペン地方裁判所  事件番号：１４３４号 ２００９年１２月２２日付け 

      事件の種類：同居解消 

      口頭弁論終結の日：２０１０年１月１８日 

      判決番号：０１（THO） 

      判決日：２０１０年１月１８日 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン地方裁判所 

以下のような判決をする。 
 
 
 

原告：A 女性 ３７歳 クメール人 プノンペン市セーンソク在住   
被告：B 男性 ３７歳 クメール人 プノンペン市セーンソク在住   
 

事実および争点 
 

１．請求： 

― 原告は被告との別居 

― 子ども１人の管理権 

― 共有財産の分割 

― 可能な限度での子どもの養育費 
 

２．事件の概要： 
２．１： 
この事件では、原告は、１９９１年から被告との同居をしていたが、法律上正式な結婚登録をし

ていないこと、また同居中に争いが絶えないことから、夫婦としての愛情が失われ、２００４年

から別居をしていることを理由として同居の解消を求めている。 
２．２：争いのない事実 
両当事者は、合意により同居を解消している。 
両当事者は、子どもの管理権1について合意をしている。 
両当事者は、扶養について合意をしている。 
両当事者は、共有財産の分割について合意をしている。 
２．３：両当事者の主張 
ア．原告の主張 
原告は、２．１（事件の概要）の通り主張しており、共同生活中にＣ（女性 １９９５年７月２

７日生），Ｄ（男性 １９９９年８月１６日生）の２人の子を儲けた。自身は住所地にある土地

建物を含む共有財産の管理権を求め、家については売却し２分の１ずつ分けることに同意をする

が、土地については、半分にした場合の東側、つまりＥ，Ｆの土地に接した側の方の取得を希望

                                                            
1 民法上の親権とは異なる、管理権という言葉を用いている。 

1 
 



し、相手方は西側、つまりＧの土地に接した側を割り当てることを希望している。 
イ． 被告の主張 
被告は、原告の主張についてすべて認め、Ｃ（女性 １９９５年７月２７日生）については自身

が養育をすること、Ｄ（男性 １９９９年８月１６日生）については原告に2管理監護権を認め

ること、可能な限りでの養育費の支払い、原告の主張通りの財産の分割にも同意をしている。 
 

理 由 

口頭弁論手続きにおける本人尋問と証拠調べの結果 
１． 原告と被告は確かに１９９１年から同居していたが、法律上の婚姻登録を行っていない。

両当事者は、法律上の婚姻登録を行っていない以上、同居を行っていたにすぎない。す

なわち、同居の解消を求める訴えは民事訴訟法８１条により却下される。 
２． 両当事者は結婚していないのであるから、両当事者は、その意思に従い、相手方の異議

を受けることなしに結婚をする完全な権利を有している。 
３． 両当事者には同居中儲けた２人の子があるが、Ｃ（女性 １９９５年７月２７日生）に

ついては被告が養育をすること、Ｄ（男性 １９９９年８月１６日生）については原告

に管理権を認めることについての合意があり、裁判所はその合意に従った判断をすべき

である。 
４． 両当事者には、共有財産分割について合意があり、プノンペン市セーンソク所在の土地

家屋については、家については２分の１ずつ分け、土地については、原告は半分にした

場合の東側、つまりＥ，Ｆの土地に接した側の方を取得し、被告は西側、つまりＧの土

地に接した側を割り当てることについての合意があることから裁判所はその合意に従

った判断をすべきである。 
５． 両当事者には、実際に可能な限りでの扶養を行うことで合意をしている。 
６． 訴訟費用については民事訴訟法６４条が適用される。 

 
主 文 

 
１． 原告Ａの第１項の同居を解消することを求める訴えを民事訴訟法８１条により却下す

る。 
２． 両当事者の合意に従い、Ｃ（女性 １９９５年７月２７日生）については被告に管理

監護させるものとし、Ｄ（男性 １９９９年８月１６日生）については原告に管理監

護権をさせるものとする。監護権のない当事者には、子どもの消息を尋ねる権利があ

る。監護権を有する当事者は、婚姻家族法８３，８５条に従い、実現のための要件を

定めなければならない。 
３． 婚姻家族法８６条に従い、両当事者は、子どもが成人に達するまで、可能な限りでの

教育費支払わなければならない。 

４． 共有財産であるプノンペン市セーンソク所在の土地家屋については、家については売

却し代金を２分の１ずつ分け、土地については、両当事者の合意に従い、原告は半分

にした場合の東側、つまりＥ，Ｆの土地に接した側の方を取得し、被告は西側、つま

りＧの土地に接した側を取得するものとする。婚姻家族法７０条。 

                                                            
2 民法上の親権とは異なる、管理監護という言葉を用いている。 

2 
 



3 
 

５． 訴訟費用は被告の負担とする。 
 

審理裁判官 
 
署名 

 
 



. 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 

プノンペン地方裁判所  事件番号：５６８号 ２０１０年５月２４日付け 

      事件の種類：離婚 

      口頭弁論終結の日：２０１０年８月１８日 

      判決番号：０１（cho） 

      判決日：２０１０年８月１８日 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン地方裁判所 

以下のような判決をする。 
 
 
 

原告：AことA’ 女性 ３２歳 プノンペン市セーンソク在住 
任意代理人 弁護士 C   
被告：B 男性 ４０歳 プノンペン市セーンソク在住   
 

事実および争点 
 

１．請求： 

１．被告との離婚 

２．子ども３人の管理権 

３．被告に可能な範囲での扶養 

４．共有財産の管理権 

２．事件の概要： 
２．１： 
この事件では、原告は、１９９４年に被告と婚姻をし、２００４年２月２０日に法律上の正当な

届け出を行った。だが、一緒にいるときにはいざこざが絶えず、うまくいっていなかったため、

夫婦としての愛情もなくなってしまった。 
２．２：争いのない事実 
両当事者は、離婚をすることに同意をしている。 
両当事者は、子どもの管理権1について合意をしている。 
両当事者は、扶養について合意をしている。 
両当事者は、共有財産の管理について合意をしている。 
２．３：両当事者の主張 
原告の主張 
原告は、２．１（事件の概要）の通り主張しており、共同生活中に D（女性 １９９８年３月９

日生），E（男性 ２０００年３月１６日生）F（女性 ２００７年１０月２９日生）の３人の子

を儲けた。自身に子どもの管理権を認め、被告には可能な範囲での扶養料の支払いと、住所地に

ある建物の管理権を求める。これについては、被告も同意をしている。 
                                                            
1 民法上の親権とは異なる、管理権という言葉を用いている。 

1 
 



2 
 

                                                           

イ． 被告の主張 
被告は、弁論準備期日に不出頭であったが、２０１０年７月２７日付けの、「家と子どもを渡す

ことについての同意書」において、原告との同居をうまくやっていくことができないこと、原告

の主張についてすべて認め、離婚についても、子どもの養育管理権については原告に渡すことに

ついても、可能な範囲で養育費を支払うことについても、家を渡すことについても、同意をして

いる。 

理 由 

口頭弁論手続きにおける本人尋問と証拠調べの結果 
１． 原告と被告は確かに法律上の婚姻を行い、２００４年２月２０日に法律上の正当な届け

出を行った。 
２． 同居中は、両当事者は真実うまくやっていくことができず、今後とも夫婦として生活す

るための愛情を失っている。 
３． 両当事者は離婚について同意をしている。 
４． 同居中儲けた、D（女性 １９９８年３月９日生），E（男性 ２０００年３月１６日生）

F（女性 ２００７年１０月２９日生）の３人の子があるが、両当事者は原告に管理権

を認めることについての合意があり、裁判所はその合意に従った判断をすべきである。 
５． 被告は、原告に対して居住地の家を渡すことについての合意があり、裁判所はその合意

に従った判断をすべきである。 
６． 両当事者には、実際に可能な限りでの扶養を行うことで合意をしている。 
７． 訴訟費用については原告が支払うことについて合意がある。 

 
主 文 

 
１． Ａこと A’と B とを、両当事者の真意に従い、婚姻家族法４０条、同６９条に基づきこ

の判決確定の日から離婚する。 
２． 両当事者の合意に従い、D（女性 １９９８年３月９日生），E（男性 ２０００年３

月１６日生）F（女性 ２００７年１０月２９日生）Ｃ（女性 １９９５年７月２７日

生）については、当事者の合意に基づき、原告に管理監護させるものとする監護権の

ない当事者には、子どもの消息を尋ねる権利2がある。監護権を有する当事者は、婚姻

家族法７３，７５条に従い、実現のための便宜を図らなければならない。 
３． 婚姻家族法７４条に従い、両当事者は、子どもが成人に達するまで、可能な限りでの

教育費支払わなければならない。 

４． 共有財産であるプノンペン市セーンソク所在の家屋については、当事者の合意に基づ

き、A こと A’に、管理処分権を与える。 
５． 訴訟費用は原告の負担とする。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 
 

 
2 面接交渉権を指すと思われる。 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

シェムリアップ州裁判所 
 
 

民事事件 

番号：４６７号 

２０１０年１２月２３日 

民事判決 

番号：０１(cho) 

２０１１年１月４日 
 

 

口頭弁論手続を第２法廷において行った。 

―手続開始期日 ２０１１年１月４日午前 

―手続終了期日 ２０１１年１月４日午前 

―判決言渡期日 ２０１１年１月４日午前 
 

判決 

原告 Ａ 女性 ３３歳 クメール人 

シェムリアップ州シェムリアップ在住 

原告任意代理人弁護士 Ｃ 

   被告 Ｂ通称Ｂ’男性 ３２歳 クメール人 

シェムリアップ州シェムリアップ在住 
 

 
原告の求める判決： 

ア― ただ今より、原告を被告と離婚させる。 
 

イ― ２人の子どもＤ、Ｆを原告Ａの管理教育養育監護及び責任とする。 
 

ウ― 次の財産を原告Ａに与える。： 

自動車（８人乗）１台（バタンバン×××）水銀色 型式××製造番号××× 

土地１ １５×２５平米 シェムリアップ州バサートバッコン所在 未舗装路に接しており、Ｇ

の土地に南側を、Ｈの土地に東側を、農道に西側をそれぞれ接する。 

土地２ ６３５平米 シェムリアップ州バサートバッコン所在 未舗装路に接しており、Ｉの土

地に北側を、赤道に南側を、Ｊの土地に東側を、Ｋの土地に西側をそれぞれ接する。  
 

エ― 訴訟費用は原告1の負担とする。 
 

１． 事実及び争点： 
原告と被告は２００３年に婚姻をし、法律に従って登録を行っている。共同生活を営み、Ｋ（男 

６歳）とＬ（男 ２歳）の２人の子を儲けている。共同生活の間に財産として、自動車（８人乗）

１台（バタンバン×××）水銀色 型式××製造番号×××、土地１（１５×２５平米 シェム

リアップ州バサートバッコン所在 未舗装路に接しており、Ｇの土地に南側を、Ｈの土地に東側

                                                            
1 日本の民事訴訟法と同じく、カンボジア民事訴訟法６４条では敗訴者負担が原則となっている。 
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を、農道に西側をそれぞれ接する。）、土地２（６３５平米 シェムリアップ州バサートバッコ

ン所在 未舗装路に接しており、Ｉの土地に北側を、赤道に南側を、Ｊの土地に東側を、Ｋの土

地に西側をそれぞれ接する。）がある。この共有財産については、原告・被告は２０１０年１２

月２９日付け調書により合意をしている。 
 

２－１ 原告がなした原告の主張陳述： 

私は２００３年に被告と婚姻をし、２００３年６月１０日に身分登録官の面前で婚姻登録を行

いました。共同生活の間に、Ｋ（男 ６歳 ２００４年３月１３日生）とＬ（男 ２歳 ２００

８年１１月２４日生）の２人の子を儲け、出生登録も身分登録官に済ませています。２００９年

９月から現在まで、被告は家を捨て、生活費も入れません。それに加えて、新しい女性を作り２

人の子どもを儲けて面倒を見ており、被告はそれ以上の請求をしないのであれば共有財産すべて

を原告に渡すことに同意をして、このことは２０１０年１２月２９日の調書に取り決められてい

ます。 

離婚の原因 

  ―被告は家を捨て、新しい女性を作っている。 

  ―家族の生活の費用を支給しない。 

  ―夫婦としての愛情を失っている。 

２－２ 被告のなした被告の主張陳述 

 私は２００３年に原告と婚姻をし、２００３年６月１０日に身分登録官の面前で婚姻登録を

行いました。共同生活の間に、Ｋ（男 ６歳 ２００４年３月１３日生）とＬ（男 ２歳 ２０

０８年１１月２４日生）の２人の子を儲け、出生登録も身分登録官に済ませています。原告がそ

れ以上の請求をしないのであれば共有財産すべてを原告に渡すことに同意をして、このことは２

０１０年１２月２９日の調書に取り決められています。私は、原告Ａと離婚をし、２人の子ども

Ｄ、Ｆを原告Ａの管理教育養育監護及び責任とすることに同意しています。 
 

３ 争点 

  ―なし 
 

理 由 

―原告と被告は婚姻をし、２００３年６月１０日に身分登録官の面前で婚姻登録を行い、こ

れは婚姻家族法１４条2に従い有効なものと見做す。 
―原告と被告は同居をしておらず、夫婦としての愛情を失っている。和解をしたとしてもこ

のような離婚の合意は婚姻家族法５８3条に沿ったものである。 
―被告Ｂ通称Ｂ’は２人の子どもと財産のすべてについて、他の請求をしないことを条件と

                                                            
2 婚姻家族法１４条「婚姻は、妻（となろうとする者）の居住地を管轄する戸籍吏によって（婚姻が）

登録されるに先立って、夫婦がそれぞれ自発的に婚姻の準備を行っている場合にのみ、有効とされ

る。」 

3 婚姻家族法５８条「一方の当事者からの申請による離婚事件については、人民裁判所は、調査の後、

双方当事者がもはや共同生活を継続できないことを示す充分な状況にあることが判明した場合には、

離婚を認めることができる。」 
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して原告Ａに与えることに同意しているが、これは婚姻家族法３条4 5に沿ったものである。 
―原告と被告の共有財産については、２０１０年１２月２９日の調書に取り決められており、

裁判所はこれについて判断すべきでない。 
―婚姻家族法７２6，７５7条により、子どもの養育権を持たない当事者は、子どもの消息を

尋ねる権利を有し、子どもの養育権を有する当事者は他方の当事者のこの権利に便宜を図ら

なければならない。 
―原告が訴訟費用を負担することについて同意をしており、これは原告の権利放棄でありカ

ンボジア民法8６４条に沿ったものである。 
  

主 文 
 

１． 原告Ａ（女性 ３３歳）と被告Ｂ通称Ｂ’（男性 ３２歳）を本日より離婚させる9。 

２． ２人の子どもＤ、Ｆを、彼らが成人に達するまで、原告Ａの管理教育養育監護及び責

任とする。 

３． 訴訟費用は原告の負担とする（合意により）。 

４． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１１年１月４日公開の法廷で行われた。 
 

審理書記官     審理裁判官 
 

署名        署名 
 

 
4 婚姻家族法３条「婚姻は、法律の規定にしたがって、愛情に基づき、かつ、任意に解消することの

できないことを理解した男女間における厳粛な契約である。婚姻は、この法律に規定された条項に基

づいてなされたもののみが法的に効力を有する。」 

5 婚姻家族法７３条１項「夫婦のうちいずれが監護権を取得するかについての決定は、子の利益の点

から、離婚しようとする夫婦の合意に基づいてなされなければならない。」と規定することから、こ

の判決に引用されている婚姻家族法３条は、７３条の誤りではないかと思料される。 

6 婚姻家族法７２条「離婚判決をする場合には、誰が子の監護権を取得するかについて決定、父、母

及び子の関係の決定がなされなければならない。」 

7 婚姻家族法７５条１項「監護権のない当事者は、子と面会する権利を有する。」 ２項「監護権を

有する当事者は、他方の当事者が子と面会しやすいように配慮しなければならない。」 

8 民事訴訟法の誤記と思われる。 

9 UNDPによる英訳では婚姻家族法６９条は「離婚は、確定判決が宣言された日をもって婚姻を終了

させる。」とされているが、クメール語の原文では、「離婚は、確定の日から婚姻の効果を解消させる。」

となっている。したがって、英語訳の方は誤訳であると思われる。また、このことから、この判決主

文は不適切なものと考えられる。 
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和解調書 

事件の表示 ２０１０年１２月２３日付け 民事事件４６７号 

期日 ２０１０年１２月２９日 午前８時 

場所・日時 シェムリアップ・ウッドーミエンチャイ州裁判所 

裁判官 

書記官 

リー＝ソックレーン 

クム=ソマーラエン 

出頭した当事者 －原告あるいは原告任意代理人 A 女性 ３３歳 職業

家事 住所 シェムリアップ州シェムリアップ在住 任

意代理人 C 父の名前 D 母の名前 E 前科なし 

－被告あるいは被告任意代理人 B こと B’ 男性 ３２

歳 運送業 住所 シェムリアップ州シェムリアップ在

住 父の名前 F 母の名前 G 前科なし 

指定された期日 ２０１０年１２月２９日 午前１０時 

原告と被告は以下のように和解をすることに同意した。 

Ⅰ A に与える共有財産 

１－ 自動車（８人乗）１台（バタンバン×××）水銀色 型式××製造番

号××× 

２－土地二か所 

① 土地（１５×２５平米 シェムリアップ州バサートバッコン所在 未舗装

路に接しており、Ｇの土地に南側を、Ｈの土地に東側を、農道に西側をそ

れぞれ接する。） 

② 土地（６３５平米 シェムリアップ州バサートバッコン所在 未舗装路に

接しており、Ｉの土地に北側を、赤道に南側を、Ｊの土地に東側を、Ｋの

土地に西側をそれぞれ接する。） 

Ⅱ B に与える共有財産 なし 

 以上の内容を読み聞かせたところ、両当事者は同意し、異議のある点は存しなか

ったため、指印を押し確認した。 

上記の年月日午前９時半に調書を終了した。 

 

（原告指印） （弁護士署名）  （被告指印） （書記官署名）（裁判官署名） 
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カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

カンダール州裁判所 
 
 

カンダール州裁判所 

民事事件 

番号：２４０号 

２００９年８月１０日 

判決 

番号：０６(ho) 

２０１０年３月３０日 

 

２０１０年３月３０日に、２００９年８月１０日付け民事事件番号：２４０号事件

について公開の法廷で口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

フート＝ヒエン氏 カンダール州裁判官 
書記官 

イン＝ンゴウンサー氏  カンダール州書記官 

  弁護士 

ムウン＝ソクン 
 

原告：A 女性 ６４歳 ビジネスウーマン カンダール州キエンスバイ在住 夫の名

前C １０人の子供あり 父親の名前D（故人） 母親の名前E（故人） 任意代理人 F 
  （登録番号××× G法律事務所 住所プノンペン市センソク地区所在）  

被告：Ｂ女性 ３５歳 労働者 カンダール州キエンスバイ在住 夫の名前H 父親の

名I（健在） 母親の名前J（故人）  
 

事実および争点 
 

１．原告の求める判決： 

― 原告は裁判所に、被告が建物をプノンペン市キエンスバイ所在の土地から収去するように

命じる判決を求めている。 

― 訴訟費用は被告の負担とする。 
 

２． 事件の概要： 
原告は被告に対して、原告名義の N0.C2．2424、1992年 7月 1日付け占有権限証明書のある８１

１平方メートルの自己所有の土地中にある１３３平方メートルの土地上にある建物を収去して

明け渡しを求めている。２０００年に彼女の義理の娘Ｋが死亡し、原告の息子ＬはＢと再婚をし

た。彼らは内縁の夫婦として生活し本件係争地には居住していなかった。２００３年になり息子

とＢは、原告から本件土地を建物を建てるために借り、原告は暫定的に彼らに居住を許した。２

００８年になり、原告の息子Ｌは死亡し、Ｂは新たな夫とともに本件土地に居住し始めた。 

 
３．両当事者の主張： 

― 原告は、２００９年７月３１日付け訴状にあるように、被告に対して原告の土地上の建物を

収去することを求めている。この土地は彼女の息子ＬとＫに一時的に居住を許したものであり、

Ｂに分与したものではない。原告は息子にＢと一時的に居住を許したが、Ｌは死亡し、Ｂは新し

い夫を持っている。 

1 
 



2 
 

                                                           

― 被告は、本件建物はＬとＬの子どもと一緒に居住していたことを理由に建物収去には応じな

い。Ｌとは内縁関係であったが、原告はＢを義理の娘と同様に接していた。その上、本件土地は

原告がＬに贈与したものであり分筆はなされていないものの１９９９年当時から７M×１９M

の面積であった。２年後彼女は家を建て、２００８年に夫がなくなるまでその土地に夫と一緒に

居住していた。もし建物を収去すると、彼女と子どもはどこに住むことになるのか。その上、原

告は本件土地を息子に贈与した。それゆえ、彼女は建物の収去に応じない。 

理 由 

１． 本件係争地はカンダール州キエンスバイにおけるものであり、カンダール州は占有権限

証書 N0.C2．2424 として原告を所有者と登録している。 
２． １９９９年に所有者はこの土地を彼女の息子Ｌとその妻Mに、一時的な居住に供するた

めに与えた1が、移転2まではなされていない。 
３． ２０００年に M が死亡すると原告の息子ＬはＢと内縁関係となり、原告の土地上に家

を建てた。 
４． 被告は原告の義理の娘であるから居住する権利があると主張する。本件土地は彼女に移

転されていないとしても、原告は原告の息子Ｌに与えたものである。しかし、この事実

は証人 O 及び P により、原告は彼女の息子とその妻Ｋに与えたものであり、Ｂに対し

てではないと証明されている 
５． もし、被告の主張するように被告が本件土地に居住する権利があるとすれば、被告は対

抗するために公正証書を有していなければならない。それゆえ、被告の主張は信用でき

ない。証人 Q が存在にもかかわらず、Ｌから権利を承継しあるいは遺言により承継し

たと認めることはできない。 
６． 上記のような考察によれば、原告の請求する権利は存在し、それゆえ原告の請求は適切

な理由に基づき、認定できる。 
７． ６４条（２００６年民事訴訟法第１項）により、訴訟費用は被告の負担とする。 

  
主 文 

１． 原告の請求を認め、被告Ｂに原告名義の N0.C2．2424、1992 年 7 月 1 日付け占有権

限証明書の土地から建物の収去させる。 
２． 訴訟費用は被告の負担とする。 
３． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年３月３０日公開の法廷で行われた。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 

 
1 クメール語では一般的な「与える」という言葉が使われている。 

2 クメール語では債権譲渡の譲渡にあたる言葉が使われている。 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 

プノンペン地方裁判所  事件番号：７５３号 ２００９年７月９日付け 

      事件の種類：建物管理権請求事件 

      口頭弁論終結の日：２０１０年４月９日 

      判決番号：２０（V） 

      判決日：２０１０年４月１２日 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン地方裁判所 

以下のような判決をする。 
 
 
 

原告：A 男性 ８７歳 クメール人 プノンペン市チョムカーモン在住 
任意代理人弁護士 Ｃ及びＤ   
 
被告：B1 女性 ５２歳,  B2 男性 ３６歳 プノンペン市チョムカーモン在住 
 
 

事実および争点 
 

１．原告の請求： 

― 建物（No３６６，シアヌーク通り チョムカーモン区オリンピック地区所在）の管理権1 
 

２．事件の概要： 
２．１： 
この事件では、原告は、１．に記載のような請求を行っている。自身と妻はこの建物を１９９１

年に購入し、当該行政区役所からの居住登録と居住証明を受けて、現在まで居住し占有している。

２００９年に、売却代金を子どもに分け与え、また高齢になった自分自身のために使うために本

件建物を売却しようと考えたが、その時Ｂ1、Ｂ2 が売却を妨害してきたので訴えを提起した。

妻Ｅは２００９年５月３日に死亡している。 
 
２．２：争点 
紛争の対象となっている建物は原告の所有であろうか、被告の所有であろうか。 
 
２．３：両当事者の主張 
－原告の主張 
原告は、２．１（事件の概要）の通り主張しており、訴状記載の請求の通り、裁判所に書証とし

て以下の取り調べを請求している。： 
１． ２００９年６月２２日付け行政区役所の証明書 

                                                            
1 確認訴訟なのか、給付訴訟なのかを明示していない。 

1 
 



２． １９９９年５月１７日付け居住登録簿 
３． 証人６人（Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊ，Ｋ） 

 
－被告の主張 
被告Ｂ1,Ｂ2 は、おおむね、この家は、自分たちの母親の家として居住しており、母がなくなっ

た後は父親である原告とともに、今日まで居住してきた。裁判所には、１９８１年３月２８日付

け家族登録証明書と証人Ｌ、Ｍ、Ｎの証人尋問を請求する。 
 

理 由 

口頭弁論手続における本人尋問と証拠調べの結果 
１． 建物（No３６６，シアヌーク通り チョムカーモン区オリンピック地区所在）は、１

９９１年に原告とその妻がＮから購入し、所有をしていた。原告は、被告らの実父であ

る。２００４年５月３日Ｅは死亡し、No３６６の建物は、被告Ｂ１，Ｂ２の父である

原告の管理の下に置かれた。 
２． 原告の主張は、No３６６の建物は自身の所有であり、家長としてＡの名前があり、妻

Ｅの名前の記載のある、ＯによるＡが家長であるとの認証のある１９９９年５月１７日

付け居住登録簿にも沿っているというものである。 
３． 証人Ｆ（男性 ５７歳 原告の息子であり、被告の兄である。）は、No３６６の建物は

父母のものであり、自分が２１ドムラン2を売主に交付したと証言した。一方弟にあた

る被告らは１９９１年から、両親の家に住んでいる。 
４． 証人Ｇ（男性 ５１歳 オリンピック地区公務員）は No３６６の建物はＡが売主Ｐか

ら２１ドムランで購入したものでありＡはＥとＥが亡くなるまで一緒に住んでいたと

述べた。この証言は、証人Ｋ（女性 ５３歳）の「この家に原告と原告の妻が済んでい

るのを見たが、原告が誰からこの家を買ったのかは知らない。」という証言とも沿うも

のである。 
５． 被告ら２人は、No３６６の建物の所有者ではない。なぜなら 
５．１ 被告らは自分たちが所有者であるという証拠を何一つ持っていない。逆に被告らは、

この係争物件は母親のものであり、母親と一緒に初めから今まで住んでいたと証言する。 
５．２ 証人Ｌ（男性 ４５歳）、証人Ｍ（男性 ４６歳）、証人Ｎ（男性 ４０歳）は被告

側の証人であるが、証言内容は、被告は母親と住んでいたというものにすぎない。 
５．３ 被告提出にかかる家族登録証、住所証明書は、どこに住んでいるかを証明するだ

けのものであり、No３６６の建物の所有権を証明するものではない。 
 

結 論 
  ６. 原告の請求には正当な理由があり、裁判所は請求を認容すべきである。 
  ７．訴訟費用については民事訴訟法６４条が適用される。 
 

主 文 
 

１． 建物（No３６６，シアヌーク通り チョムカーモン区オリンピック地区所在）の管理

                                                            
2 カンボジアでの金の取引単位。１ドムラン＝３７．５グラム 

2 
 



3 
 

権を原告Ａに与える。 
２． 訴訟費用は被告の負担とする。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 
 



. 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

カンダール州裁判所 
 
 

カンダール州裁判所 

民事事件 

番号：53号 

2010 年 2 月 23 日 

判決 

番号：20(ho) 

2010 年 8 月 3 日 

 

２０１０年８月３日に、２００９年２月２３日付け民事事件番号：５３号事件につ

いて公開の法廷で口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

フート＝ヒエン氏 カンダール州裁判官 
書記官 

イン＝ンゴウンサー氏  カンダール州書記官 
 

原告：A通称A’女性 ４９歳 クメ―ル人 主婦 カンダール州クサイカンダール在

住 夫の名前C ２人の子供あり 父親の名前D（故人） 母親の名前E（存命） 任意代理

人 F   

被告：B通称B’女性 ４３歳 プノンペンツールコーク在住 夫の名前G 父親の名H 

母親の名前I 任意代理人J 
 

事実および争点 
 

１．原告の求める判決： 

― ２００４年１０月５日に借金をした被告に対する借金１万２９５０米ドルと慰謝料５０

００米ドルの請求 
 

２． 事件の概要： 
原告は被告に対して、２００４年１０月５日に１万２９５０米ドルを、弁済期を１カ月先である

２００４年１１月５日として貸し渡し、被告が不履行の場合にはプノンペン市ツールコークにあ

る自宅と土地４ｍ×１７ｍを渡さなければならない 

 
３．両当事者の主張： 

― 原告 Aの弁護士の主張は、被告が自認するように、被告に対し２００４年１０月５日付け

金銭消費貸借契約書に基づき１万２９５０米ドルの支払いを請求し、もし支払わなければ、被告

所有の家屋と土地の所有権を２００９年７月１０日までに原告に渡さなければならない。この件

に関し原告は、貸金１万２９５０ドル、１２００ドルの価値のあるソファー１脚、ベッド２台、

慰謝料５０００ドルを被告に求める。 

― 被告 Bの弁護士の主張は、私の依頼者は原告から利息を含め４０００ドルを借りていること

を認めるが、返済は支払能力に応じて行いたいと主張している。 

理 由 

1 
 



2 
 

                                                           

１． 原告 A 通称 A’、被告 B 通称 B’は、２００４年１０月５日に１万２９５０米ドルにつ

いて弁済期を１カ月先の２００４年１１月５日と定めて金銭消費貸借契約を締結し、１

万２９５０ドルは当日交付された。 
２． 原告の代理人は、被告は弁済期に返済する義務があるにもかかわらず、返済がなされず

期限を経過したと主張する。 
３． 被告の代理人は、被告は原告に借りているのは４０００米ドルのみであり、原告の主張

する１万２９５０ドルではない。原告は、被告の支払わなかった利息を付加したため借

金は１万２９５０ドルとなったが、被告には弁済能力がない。しかしながら、原告と被

告が行った２００４年１０月５日付け契約に従い、被告は原告に示されたすべての事実

を認め、被告の弁済能力に従った弁済を提案する。 
４． 尋問の結果、原告は被告の弁護士の提案である被告の返済能力に従った返済について同

意せず、上記のような判決を求めた。 
５． 上記の説明、２００４年１０月５日付け契約、１万２９５０米ドルの交付、弁済期の経

過、返済の不能に基づき、契約に規定された借金の請求をする権利は存在し、裁判所が

その訴えを認める適切な根拠がある。 
６． 慰謝料の請求と時間の浪費による費用については、裁判所はその程度、履行の遅滞、被

告の資産を検討する。 
７． 債権の存在を保全するために、原告は他意なしにすべての手続を一つの手続で求めたが、

これは裁判所の呼び出しに応じて訴訟に参加しなかった別の当事者の上訴による遅延

を避けるため、裁判所は仮執行宣言の申立を認めなければならない1。 
８． ６４条により、訴訟費用は被告の負担とする。 

  
主 文 

１． B 通称 B’に、A 通称 A’対して下記の金員を返還させる。 
－元本１万２９５０米ドル 
－時間を浪費したことによる慰謝料と費用として３０００米ドル 
その余の請求は棄却される。 

２． 訴訟費用は被告の負担とする。 
３． この判決は仮に執行できる。 
４． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年８月３日公開の法廷で行われた。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 

 
1 意味不明 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

カンダール州裁判所 
 
 

カンダール州裁判所 

民事事件 

番号：190号 

2010 年 6 月 23 日 

判決 

番号：26(ho) 

2010 年 8 月 19 日 

 

２０１０年８月１９日に、2010年 6 月 23日付け民事事件番号：190号事件につい

て公開の法廷で口頭弁論を終結した。 

審理裁判官 

フート＝ヒエン氏 カンダール州裁判官 
書記官 

カエウ＝ソカー氏  カンダール州書記官 
 

原告：A男性 ３２歳 クメ―ル人 Dマイクロファイナンス銀行代表者 プレイベー

ン州プレイベーン在住 
被告：B女性 ３５歳 クメ―ル人 夫の名C 男性 ２９歳 クメール人 カンダー

ル州 ルークダエクスロック在住 
 

事実および争点 
 

１． 原告の求める判決： 

― 被告は、元本として７５７万８９００リエルを支払え。 

― ２００９年１月１６日から支払い済みまで、元本７５７万８９００リエルに対し月

２．７５パーセントの割合による利子を支払え。 

― 慰謝料として２００９年１月１６日から６０万リエル、及びその他の費用として１

００万リエルを支払え。 

― もし被告が金員を支払わないときは、担保1とされている財産は差し押さえられ競

売され債務と相殺されなければならない。 

 

２． 事件の概要： 

２００９年１月１６日に B とその夫の C は D と８００万リエルの金銭消費貸借契約を 

                                                            
1 クメール語では質という言葉が充てられている。 

1 
 



締結することを合意し、２００９年１月１６日から２年間で弁済することを約した。被

告は４２万１１００リエルをマイクロファイナンス銀行に返済したが、この返済以外に

は銀行からの再三の請求と、地方の当局からの解決のための介入にもかかわらず、返済

を行っていない。この貸借に対し、被告は２００８年１０月２０日付け村長の承認のあ

る占有権限証書とともに自身の土地（２００M×１５M）と自宅（６M×６M）を担保

に供している。 

３． 両当事者の主張： 

― 原告 A の主張は、 

「私は２０１０年６月２３日付け訴状に記載されているように、裁判所に対して、次の

ような判決の言い渡しがなされるように訴えを提起しました。被告は、元本として７５

７万８９００リエル、利息１１４万４７００リエル、保証団体の元本１００万リエル、

罰金６０万リエル、利息２１万リエル、時間を費やしたこと及び慰謝料として４０万リ

エルを支払え。この件に関し、私は１４５３万３６００リエルを請求いたします。この

件では、被告は村長の承認のある占有権限証書を担保に供していますので、被告には債

務を６か月以内に返済すべきこと、もし返済できない場合には裁判所に法に従って判断

をしていただきたい。この件に関しては、裁判所に担保に供されている財産を差し押さ

え、競売していただきたい。」 

というものである。 

― 被告 B の主張は、 

「私は原告からお金を借りていることを認めますが、借りた額は８５８万９０００リエ

ルです。また、この金額は、私は返済能力がなく、また財産を担保に入れていることか

ら、５年間で支払いたいと考えています。」 

というものである。 

理 由 

１． 原告 A、D マイクロファイナンス銀行代表者と被告 B 及びその夫 C は２００９年１月

１６日に８００万リエルの消費貸借契約を締結し、弁済期は２０１１年１月１６日まで

の２４カ月、月２．７５パーセントの利息とし、契約締結日に原告は被告に８００万リ

エルを交付した。 
２． この消費貸借のほかに、原告と被告は２００９年５月７日付けで月３パーセントの利息

付きで１００万リエルの保証団体契約を締結し、契約締結日に金銭の交付がなされた。 
３． 原告は、被告は元本返済と利息支払い義務があるが、これら２つの契約締結からこれま

で被告は４２万１１００リエルと利息２２万リエルを支払ったのみであり、団体保証契

約はこれまで被告により実行されていないと陳述する。銀行は被告に対して債務を履行

するように再三請求をしたが被告は何の返答も行わず、最近は被告は畑の作物が取れな

いために困窮している。したがって原告は全額の返済がなされることを期待していない。 
４． 被告は、主張をするための口頭弁論期日に出頭せず、弁論準備期日において消費貸借は

2 
 



3 
 

５． 原告本人尋問の結果によると、原告は被告の提案する５年間の分割弁済には同意せず、

裁判所に判決を求めている。 
６． 説明及び上記の検討によると、原告の貸金請求権は、被告が契約を順守せず、また極め

て困難な状況に陥り返済の可能性がなく原告の危険が存在し、また弁済期の経過によっ

てもまだ有効に存在している。それゆえ、原告の元本と利息の請求は正当な理由があり

裁判所はこの請求を認める。 
７． 罰金に関しては、契約書には被告が支払を怠っている債権総額に対する利息の２倍で日

割りによりで計算すると規定されているが、正義の観念に基づき罰金を解釈すると、債

務者の履行の遅滞による損害を支払わせることを目的とし、履行遅滞による時間の浪費

とその他の損害を支払わせることと類似するものである。さらに被告の資産については、

被告は支払能力がない。したがって裁判所は損害と被告の支払い能力を考慮する必要が

ある。 
８． 利息の点については、２００９年９月９日付けカンボジア国立銀行、銀行、融資団体に

関する政令（T７．０９．２１３BRK）によれば、個々の銀行や融資団体は能力と方針

に基づき利息を決定する権限を有する。 
９． 被告の財産の差押と競売についてはこの判決では判断できない。なぜならば強制執行の

手続を申し立てるには、債権者は執行文の付与された執行名義を必要とすると法に規定

されているからである。 
１０．６４条により、訴訟費用は被告の負担とする。 

  
主 文 

１． B 及びその夫 C に D マイクロファイナンス銀行代表者 A に下記の金員を支払わせる。

－総額８５７万８９００リエルの元本 
－総額１１４万４７００リエルの利息 
－３０万リエルの罰金 
－時間を浪費したことによる慰謝料と費用として１００万リエル 
その余の請求は棄却される。 

２． 訴訟費用は被告の負担とする。 
３． この判決の口頭弁論及び言い渡しは２０１０年８月１９日公開の法廷で行われた。 

 
審理裁判官 
 
署名 

 



. 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

カンボジアの国民の名において 

シェムリアップ州－ウッドーミエンチャイ州裁判所 
 
 
 
 

 

本案訴状番号：６６号 

２０１０年３月０２日付 

事件名 貸金請求 

民事判決番号：１２(ＣＨＯ) 

２０１０年４月２６日付 

判決言い渡し期日 

２０１０年４月２６日付 

シェムリアップ州－ウッドーミエンチャイ州裁判所第３号法廷において公開で口頭弁論を行っ

た。 

口頭弁論期日終結の日 ２０１０年４月２６日午後 
 

欠席判決被告 
   

原告：A 男性 ３６歳 国籍 朝鮮1 シェムリアップ州シェムリアップ在住 
原告任意代理人 弁護士 Ｃ 
被告：B 男性 ４８歳 国籍 朝鮮 シェムリアップ州シェムリアップ在住 
 

 
両当事者の求める判決： 

原告の求める判決： 

１－被告Ｂに３万アメリカドルを原告Ａに支払わせる。 

２－被告Ｂに、元本３万アメリカドルに対する法律による年５分の割合による利息を、２００８

年８月３０日から支払済みまで支払わせる。 

３－被告Ｂに、原告Ａに対して５００ドルの慰謝料を支払わせる。 

４－共同担保としている物：１０年間の借地権とＤの営業用財産すべてを返済に充てるために競

売する。 

５－被告Ｂに訴訟費用を負担させる。 
 

事実： 
２００８年７月２９日以来、被告は原告から利息月１０パーセントの約定で元本３万ドルを借り

受けた。この債権を担保するため、被告は飲食店Ｄの営業用の財産すべてと飲食店Ｄの所在する

土地の１０年間の借地権を担保に提供した。被告は、元本と利息を現在までに支払うと約束した。

被告のこれまでの行いは、原告の時間と気持ちをひどく害した。 

  請求にかかわる証拠は： 

  ・２００８年７月２９日付け消費貸借契約書 

  ・原告に担保として提供されたＤ飲食店の所在する土地の１０年間の借地契約書 
 

争点：争いはない。 

                                                            
1 カンボジア語では、韓国を南朝鮮といい北朝鮮と区別をするが、本件では朝鮮とだけ表記している。 

1 
 



2 
 

― 被告は弁論準備期日及び口頭弁論期日に出廷せず、被告は本件事件における原告の事実に関

する陳述をすべて自白したことを意味する（民事訴訟法２０１条）。 

理 由 

－２０１０年３月０２日付原告訴状は適法になされ、裁判所は、２００７年民事訴訟法第２，８

条の規定により受理し審理する。 

－被告Ｂは出廷していないが、呼出状の送達報告書によれば事件を担当する書記官が適式に呼び

出しの手続を行ったものと認められる。したがって、２００７年民事訴訟法２０１条にしたがい

裁判所は被告欠席判決を出し、被告に書類を送達する。 

１． ２００７年民事訴訟法第２０１条第２項にしたがい、裁判所は被告が本件事件における

原告の事実に関する陳述をすべて自白したものとみなす。 

１． １ 原告の主張及び書証により、以下の事実が認められる。 

被告Ｂは原告主張の通り金銭を借受けたものと認められる。 

 弁済期は到来した。 

 被告Ｂは、飲食店Ｄの営業用の財産すべてと飲食店Ｄの所在する土地の１０年間の借地権を担

保に提供した 

１． ２ 訴状における原告の請求第１項は、１９８８年契約と契約外の責任に関する政令法

３８号２９，５６，５７条により適法である。したがって裁判所はこの点に関し原告の

請求を認容する。 
２． 訴状における原告の請求第２項は、１９８８年契約と契約外の責任に関する政令法３８

号５９条により適法である。したがって裁判所はこの点に関し原告の請求を認容する。 
３． 訴状における原告の請求第３項は、適法ではない。なぜなら、原告の受ける利益は、対

価という点で利息と同様であり、法律の規定の範囲内に限られる。したがって慰謝料と

してさらに請求すべき基礎となる損害がないものである。 
訴状における原告の請求第４項は、実体法上、適法ではない。なぜなら、この請求は強

制執行手続にかかわるものであり、原告は、この判決書に基づき、民事訴訟法第６章に

したがって請求できるものであるからである。 
４． 訴訟費用は被告の負担とするとの請求は、民事訴訟法上適法なものと認める。 

 
主 文 

 
１．  被告Ｂに、原告Ａに対して３万ドルを支払わせる。 
２． 被告Ｂに、原告Ａに対して、第１項の金員３万アメリカドルに対する法律による年５分       

の割合による利息を、２００８年８月３０日から支払済みまで支払わせる。 

３．  原告の請求のうち、原告訴状第３，４項を棄却する。 
４．  訴訟費用は被告Ｂに負担させる。訴訟費用は申立手数料９万リエル、その他の費用は８    

万リエルである。これらの費用は、原告は支払済みである。 
審理裁判官 
 
署名 

 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 
 
 
 

和解調書 
 
 
 

シェムリアップ州・ウッド

ーミエンチャイ州裁判所 
 

民事事件４６６号２００９年１１月２６日受付 

口頭弁論期日  ２０１０年１１月２２日午後 

場所 シェムリアップ州・ウッドーミエンチャイ州裁判所第３法廷 

裁判官： Ａ 

書記官： Ｂ 

在廷している当事者： 

原告任意代理人 Ｃ 住所 シェムリアップ州シェムリアップ 

被告 名前Ｄ クメール人 妻の名前Ｅ シェムリアップ州シェムリアップ在住 

請求の認諾及び請求の放棄の要旨： 

訴訟当事者の請求の認諾、請求の放棄は以下の通り1。 
 

第１―当事者の同一性 

―原告任意代理人弁護士Ｃ 住所 シェムリアップ州シェムリアップ 

―被告 名前Ｄ クメール人 妻の名前Ｅ シェムリアップ州シェムリアップ在住 
 

第２－訴訟請求人 

ア―請求の目的 

１― 被告に貸金１０万８９７６ドルを返還させる。 

２― 被告に、２００９年６月２９日から原告に支払済みまで、１０万８９７６ドルに対する年

５パーセントの利息を支払わせる。 

３― 被告に慰謝料として５０００万リエルを支払わせる。 

４―訴訟費用は被告の負担とする。 
 

この口頭弁論において、裁判所は新たに当事者に和解を勧試し、当事者はそれにより以下のよ

うに和解をした。 
 

１－被告は原告に対し１０万ドルを借りていることを認める 

２－被告は今日から６カ月以内に上記の１０万ドルを原告に支払う。 

３－原告は、被告が上記の金員を合意により支払うまで2、本件訴訟のその余の請求を放棄する。 

４－訴訟費用は原告の負担とする。 
 

                                                            
1 和解の互譲を、相互の請求の一部放棄認諾と考えているのではないかと思われる。 

2 「支払った場合には」との趣旨であると思われる。 

1 
 



2 
 

 両当事者は上記の内容で互いに合意し、さらに裁判をする必要のある争いのある事項はないた

め裁判所は上記の和解を認め、２００９年１１月２６日付け民事訴訟４６６号事件の訴訟手続を

終了する。 

 この調書は２０１０年１月２２日の口頭弁論調書を写したものである。 
 

 

審理書記官     審理裁判官 
 

署名        署名 
 



カンボジア王国 

国民 宗教 国王 
 

プノンペン地方裁判所  事件番号：８７９号 ２０１０年７月２７日付け 

      事件の種類：金銭請求訴訟 

      口頭弁論終結の日：２０１０年９月１１日 

      判決番号：５３（cho） 

      判決日：２０１０年９月１１日 
 
 

カンボジアの国民の名において 

プノンペン地方裁判所 

以下のような判決をする。 
 
 

原告：A 男性 ２５歳 クメール人 マイクロファイナンスツゥールコーク支店勤務

プノンペン市ツゥールコーク在住 ２０１０年８月３日付け権利授与書により権利取得    
被告：B１ 男性 ４８歳 クメール人 Ｂの妻Ｂ２ ４５歳 クメール人 Ｂ３ 男

性 

事実および争点 
 

１．原告の請求： 

３４１３．１４アメリカドルを返還させろ。 

して一ヵ月当たり２．５パー

支払済みまで、貸金元本３４１３．１４（アメリカ

２．事件の概要： 

は、原告は、「原告の請求」第１項に記載しているように請求をしている。２００９

．２：争いのある事実 

．３：両当事者の主張 

３５歳 その妻Ｂ４ ３０歳 プノンペン市ルッセイカエウ在住 
 

１．被告らに、金

２．被告らに、２００９年７月１６日から支払済みまで、利息と

セントの割合による利息を支払わせろ。 

３．被告らに、２０１０年９月１４日から

ドルに対し）利息として一ヵ月当たり３パーセントの割合による利息を支払わせろ。 

３ 慰謝料として１５００アメリカドルを請求する。 
 

２．１： 
この事件で

年１月１６日に、被告らは、マイクロファイナンス団体ツゥールコーク支店と、金５０００アメ

リカドルを一ヵ月２．５パーセントの利息で借り受ける契約を締結した。被告は、１５８６．８

６ドル（の元本）と、利息１００７．１４ドルをこれまでに返還したので、残金は３４１３．１

４ドルと２００９年７月１６日から現在までの利息が残っている。 
 
２

争いはない。 
 
２

ア．原告の主張 

1 
 



原告は、２００９1年７月２７日付け訴状「原告の請求」第１項に記載しているように請求をす

る。裁判所には以下の書証の取り調べを申請する。 

－２００９年１月１６日付け消費貸借契約書 

－２００９年１月１６日付け担保設定契約書 

－２００９年１月１６日付け保証契約書 

－２００９年１月１６日付け分割弁済表 

－２００９年１月１６日付け金銭支払証書 

－弁済証書８通 

－弁済遅滞報告書７通 

－２００９年１０月２６日付け契約書 

－２００７年９月２２日付け土地占有使用申請書 
 

イ． 被告の主張 
被告は、原告の主張のうち、元本、利息、遅延損害金について認め、弁済能力がないので、元本

のみを毎月５０ドルづつ分割して弁済することを申し出た。支払をしたい気持ちはあるのだが、

仕事で損害が出たため支払の能力がなく、慰謝料の支払いについてのみ請求棄却を求めた。 
 

理 由 

口頭弁論手続における証拠調べの結果 
１． ２００９年１月１６日付けマイクロファイナンス団体と被告の金銭消費貸借契約書、２

００９年１月１６日付け担保設定契約書、２００９年１月１６日付け保証契約書その他から、

被告が確かに５０００アメリカドルを借り入れしたことが認められる。 

２． ２００９年１月１６日付け分割弁済表および２００９年１０月２６日付け弁済遅滞報

告書その他から被告は確かに、契約を締結し、原告から金銭を受け取ったが、未だに全額を

原告に返済していないことが認められる。 

３． 被告は、原告の請求のうち、元本、利息、遅延損害金の請求については認め、慰謝料の

支払いについては棄却を求めている。 

４． 訴訟費用については、民事訴訟法６４条１項が適用される。 

結論 

３．１ 原告の請求のうち、第１，２，および３項については、正当な理由があり裁判所は請求     

を認容すべきである。 

３．２ 原告の請求のうち、１５００アメリカドルの慰謝料請求については、過大な請求である。

訴訟費用については、敗訴者が負担するものであるので、裁判所は検討し具体的にかつ道理に

従い判断すべきである。 

 
主 文 

 
１． 被告Ｂ１，Ｂ２，Ｂ３，Ｂ４は共同して、以下の金員を支払え。 

ア． 元本金３４１３．１４アメリカドル 

                                                            
1 ２０１０年の誤りと思われる。 

2 
 



3 
 

イ． ２００９年７月１６日から支払済みまで、利息として一ヵ月当たり２．５パーセン

トの割合による利息 

ウ． ２００９年９月１４日から支払済みまで、貸金元本３４１３．１４アメリカドルに

対し、一ヵ月当たり３パーセントの割合による罰金 

エ． マイクロファイナンス組織の代理人である原告Ａに対し、２００万リエルの慰謝料 

２． 訴訟費用は被告らの負担とする。 
審理裁判官 
 
署名 
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